
別添１ 
 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度滋賀県計画に関する 

事後評価 

 

 

 

 

 

 
令和４年 11 月 

滋賀県 
  



 

３．事業の実施状況 

 
令和３年度滋賀県計画に規定した事業について、令和３年度終了時における事業の実施

状況について記載。 

 

事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設

備の整備に関する事業 

事業名 【No.1（医療分）】 

医療情報ＩＣＴ化推進事業 

【総事業費】 

6,850 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 特定非営利活動法人滋賀県医療情報連携ネットワーク協議

会 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

「団塊の世代」が後期高齢者となる 2025 年に向けて、地域

にふさわしいバランスのとれた医療機能と分化を進めるた

め、病院、診療所、薬局、介護事業所等の多職種・多機関で

情報共有・連携することが必要となっている。 

アウトカム指標： 登録患者数の増加 

2021 年 3 月：53,719 名 

 → 2021 年度末：75,000 名 

びわ湖あさがおネットデータサーバへのアクセス数（月間） 

令和２年度 8,348 件 

→令和３年度 9,048 件 

事業の内容（当初計画） 地域医療構想の達成に向けて医療介護連携等を推進するた

め、医療情報連携基盤を構築するとともに参加施設を増加

させ、医療情報ネットワークのさらなる整備・活用を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

情報連携施設数 

令和３年 3月：951 カ所→令和３年度末：983 カ所 

アウトプット指標（達成

値） 

びわ湖あさがおネットの情報連携施設数 

R2 年度末：946 か所→ R3 年度末：939 か所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 登録患者数 

63,527 人（R3 年度末） 

1 か月平均アクセス数 7,369 件（R3 年度） 

（１）事業の有効性 

医療情報ネットワークシステムに参加する情報連携施設数



   

 

 

は閉院する医療機関（診療所）が新規参画を上回ったため微

減しているが、登録患者は増加しており、医療機関等の連携

推進につながり、病床の機能分化等に寄与したものと考え

る。 

（２）事業の効率性 

医療情報ネットワークシステムの機能強化に際し、実施主

体における各種会議の場で合意形成を行った上で、真に必

要な事業が実施されている。 

その他  



 

 

事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設

備の整備に関する事業 

事業名 【No.2（医療分）】 

病床機能分化・連携推進事業 

（口腔管理） 

【総事業費】 

6,485 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県（滋賀県歯科医師会） 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

入院中の患者は、入院中、退院時、退院後と、継続的に口腔

機能管理を受けることで、疾患の重症化予防、合併症予防、

早期回復、早期退院を図ることができることから、慢性期等

の病床から在宅医療に移行してからも、継続した口腔機能

管理ができるための連携を推進する必要がある。 

アウトカム指標：  

・歯科の標榜が無くても、歯科専門職が関わって、病棟患者

の定期的な口腔機能管理を実施する病院の数 

R2 年度末: 8 か所→R3 年度末: 8 か所（継続） 

事業の内容（当初計画） 病院内の病棟・外来または退院時支援を行う部署に、歯科医

師および歯科衛生士を派遣し、入院患者の口腔機能管理の

実施や退院時に在宅医療介護関係者に口腔機能についての

情報をつなぐことで、病床機能の分化連携や在宅医療との

連携を推進する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

歯科専門職の病院への派遣 R3 年度末：220 回 

病院での歯科口腔保健に関する研修機会の確保 

R3 年度末：18 回 

アウトプット指標（達成

値） 

歯科医療職の病院への派遣回数 R3 年度末：174 回 

病院での歯科口腔保健に関する研修機会の確保 

R3 年度末：4回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：歯科の標榜が無く

ても、歯科専門職が関わって、病棟患者の定期的な口腔機能

管理を実施する病院の数 R3 年度末：8病院 

・在宅療養支援歯科診療所の増加 R3.8：8.5% R4.8：8.9% 

・訪問歯科診療実施医療機関数 R3 年度：138 施設 

（１）事業の有効性 

歯科専門職がいない病院において、入院患者への専門的な



   

 

 

口腔ケアを実施し、患者本人また病院のスタッフに対する

口腔ケアの浸透がはかれた。 

（２）事業の効率性 

歯科の無い病院スタッフにとって、専門的口腔ケアを実践

を通して学ぶ機会はほとんどなかったため、コロナ禍で実

施数は減少しているが、本事業により病院における口腔ケ

アの実践と普及を効率的に進めることができた。 

その他  



 

 

事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設

備の整備に関する事業 

事業名 【No.3（医療分）】 

病床機能分化・連携推進事業 

（病床機能分化促進事業） 

【総事業費】 

149,545 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県、滋賀県内病院、滋賀県医師会、滋賀県歯科医師会、

滋賀県病院協会、滋賀県看護協会、滋賀県理学療法士会、地

域医療連携推進法人滋賀高島、県内市町 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

「団塊の世代」が後期高齢者となる 2025 年に向けて、地域

にふさわしいバランスのとれた医療機能の分化・連携を進

めるため、必要となる施設・設備整備等や、回復期機能の充

実を目的としたリハビリテーション機能の強化等を図る必

要がある。 

アウトカム指標： 2025 年における医療需要に対する必要

病床数の確保 

回復期病床数 R1：1,748 床→R7：2,021 床 

急性期病床数(高度急性期含む）R1：7,134 床→R7：7,223 床 

慢性期病床数 R1：2,961 床→R7：2,742 床 

事業の内容（当初計画） 急性期から回復期、在宅医療に至るまでの一連のサービス

提供体制を確保するため、病院、診療所等に対し施設・設備

整備等の支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサービス提供体

制を確保するための病院、診療所等の整備箇所数 47 箇所 

リハビリテーション室の施設整備・設備整備 ２か所 

アウトプット指標（達成

値） 

急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサービス提供体

制を確保するための病院、診療所等の整備箇所数 76 箇所 

リハビリテーション室の施設整備・設備整備 ２か所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 医療需要に対する

必要病床数の確保 

回復期病床数 R1：1,748 床→R2：1,767 件 

急性期病床数(高度急性期含む） 

R１：7,134 床→R2：7,035 件 

慢性期病床数 R１：2,961 床→R2：2,793 件 



   

 

 

（１）事業の有効性 

著しく不足している回復期病床を整備することで、病床の

機能分化、連携を推進することができた。 

（２）事業の効率性 

事業実施期間中も随時事業者から状況報告を受け、当初計

画からの変更点を確認しあうとともに、県から適切に指導

助言を行っており、目標達成に向けて効率的に事業を進め

ることができた。 

その他  



 

 

事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設

備の整備に関する事業 

事業名 【No.4（医療分）】 

がん診療体制整備事業 

【総事業費】 

50,126 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県、国立大学法人滋賀医科大学、滋賀県内病院 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

がん患者が増加し、がんが長く付き合う病気となる中、がん

患者の身近な地域での患者の状況に応じた適切で効果的な

診療・治療が求められており、そのためにはがん拠点病院等

における入院医療の提供体制を充実強化するとともに、入

院から在宅まで切れ目のないがん診療体制の充実強化を図

ることにより、がん患者の在宅療養への移行を推進するこ

とが必要となっている。 

アウトカム指標： がんによる 75 歳未満年齢調整死亡率（人

口 10 万対）の減少 

H30 年：64.6→R5 年減少 

事業の内容（当初計画） がん診療に係る在宅医療の提供体制の充実強化を図ること

を目的として、拠点病院や地域の医療従事者に対して、在宅

医療への理解を深め、また多職種によるチーム医療の在り

方を学ぶ等、人材育成や資質向上のための講習・研修会を実

施するとともに、がん診療連携支援病院における相談支援

体制の強化を図るための支援を行う。 

併せて、専門的がん医療の提供および病床機能分化・連携推

進を図るための施設・設備整備を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・研修会等開催回数：年 5回 

・国立がん研究センターの研修を修了した相談員数 

R1 年度 24 人 → R3 年度 28 人 

・相談件数 R1 年度 2,463 件 → R3 年度 2,600 件 

・がん診療体制強化に係る施設・設備整備数：１病院 

アウトプット指標（達成

値） 

・R3 年度 病理技術の養成に関する研修会等開催回数：2回 

・R3 年度 高度医療や専門的医療人材育成にかかる研修会

等開催の回数：年 23 回 

・国立がん研究センターの研修を修了した相談員数 

H30 年度：27 人 → R3 年度 27 人 



   

 

 

・相談件数 

H30 年度 2,952 件 → R3 年度 2,815 件 

・R3 年度 高度医療や専門的医療人材育成にかかる研修会 

等開催の回数：年 23 回 

・国立がん研究センターの研修を修了した相談員数 

H30 年度：27 人 → R3 年度 27 人 

・相談件数 

H30 年度 2,952 件 → R3 年度 2,8 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：がん患者の在宅で

の死亡割合：R2 年度  17.1% 

75 歳未満年齢調整死亡率：R2 年 62.1（人口 10 万対） 

 

（１）事業の有効性 

本事業により、身近な地域でがんの診断、治療が受けられる

ような医療従事者の人材育成やがん相談体制の充実強化、

診療機能の強化、安心安全な医療を提供する環境の整備な

どに効果があった。 

（２）事業の効率性 

本事業により、効率的な研修会等の実施や、院内外のがん患

者や家族、地域の住民、医療機関等からの相談に対応する体

制が構築できたと考える。 

また、がんの指定病院を中心とした環境整備、設備整備を行

うことで、円滑な地域連携の整備につながるとともに、がん

医療の均てん化、質の向上を効率的に図っていくことがで

きたと考える。 

その他  



 

 

事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設

備の整備に関する事業 

事業名 【No.5（医療分）】 

循環器病（脳卒中・心疾患）対策推進事業 

【総事業費】 

9,350 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 国立大学法人滋賀医科大学 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

脳卒中のデータについて培ってきた採録を心疾患の分野に

広げて県内の循環器病の実態を把握し、診療や対策に活用

する必要がある。 

アウトカム指標： 脳血管疾患年齢調整死亡率（人口 10 万

対）の減少 

事業の内容（当初計画） 在宅医療体制の充実を図り、脳卒中患者の発症予防・再発予

防の推進と身近な地域での診療体制の充実を図る必要があ

るため、滋賀脳卒中データセンターの脳卒中登録データを

蓄積・評価・分析するとともに、研修会、啓発活動等に要す

る経費に対して補助を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

登録症例数の増加 

アウトプット指標（達成

値） 

脳卒中データベース 2016 年登録途中（感染症拡大の影響で

受入れ可能な医療機関より再開）、滋賀医大分は 2020 年分

まで終了し、データ総数は 22,389 件。 

データクリーニングは、滋賀医大分（2011-2017年発症1,075

例）、他県内医療機関分(2011～2015 年)について終了。 

心疾患は、2014～2015 年の発症登録分 3,457 例について、

解析実施のためのデータクリーニングが完了。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 在宅（自宅・老人

ホーム）死亡率  R2 年：27.7% 

（１）事業の有効性 

県内の脳卒中および心疾患の発症をデーターベース化する

ことで、発症、再発、地域の状況を把握でき、医療提供体制

の構築の材料となる。 

（２）事業の効率性 

継続的に採録し、データベース化を進めることで、病院側も



   

 

 

データの精度が上がりデータの信頼性が向上する。 

その他  



 

事業の区分 Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.6（医療分）】 

在宅強度行動障害者有目的入院事業 

【総事業費】 

3,700 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 社会福祉法人びわこ学園 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅で生活している強度行動障害者は、障害特性等により

症状が重度化し、入所施設での生活を余儀なくされるケー

スも多い。在宅生活を維持できるよう、行動障害等の症状を

把握し、改善に向けた支援方策を検討することが必要。 

アウトカム指標： 強度行動障害者に対する支援者数の増加  

支援者数（当該事業関係） 

R2 年度：19 名 → R3 年度：20 名以上 

事業の内容（当初計画） 在宅で生活している強度行動障害者を一定期間入院させ、

その入院期間中に専門職により病状や行動障害の特性を把

握し、関係者と各家庭における行動障害の軽減に向けた方

策や対応方法、今後の支援について検討する調整会議を行

うとともに、当該強度行動障害者の入院中にその支援者に

対し実地の支援研修を行う取組に対して補助を行うことに

より、強度行動障害者が在宅での生活を維持することがで

きる体制の充実を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

有目的入院患者数 10 名 

アウトプット指標（達成

値） 

有目的入院患者数：１名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 強度行動障害者に

対する支援者数の増加  支援者数（当該事業関係）:0 人 

（１）事業の有効性 

HP 等により支援者を募集するための周知をより徹底するこ

とにより、目標の支援者を募る必要はあるが、有目的入院等

の強度行動障害者の障害特性の把握等により、症状改善に

向けた専門的支援のできる支援者の充実は一層図れた。 

（２）事業の効率性 

強度行動障害者の特性把握等により、効果的な支援の検討

が行える。 

その他  



 

事業の区分 Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.7（医療分）】 

高齢知的障害者の健康管理指導事業 

【総事業費】 

1,298 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 社会福祉法人びわこ学園 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅で生活している高齢知的障害者は、障害特性等により

疾病の兆候に気づかず、重度化し入院等になるケースも多

い。疾病の早期発見、早期治療により、在宅生活が維持でき

るよう健康管理体制の整備が必要。 

アウトカム指標： 専門医療に結び付けた数 

R2 年度：0名 → R3 年度：10 名以上 

事業の内容（当初計画） 知的障害を持つ高齢者に対する検診と診察の機会を設け、

疾病等のあった障害者について、障害児者を専門とする医

療機関を介在させながら専門医療に結びつける取組を支援

することで、在宅で通院治療が行える体制の整備を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

健康管理指導回数：90 回 

アウトプット指標（達成

値） 

健康管理指導回数：５８回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 専門医療に結び付

けた数:0 人 

（１）事業の有効性 

エコー検査が必要な段階より前の時点で必要な疾病への予

防、対策ができたため、対象となる知的障害の方がいなかっ

た。今後も疾病への早期発見に結びつけるため継続的に高

齢知的障害者に対する検診等が必要である。 

（２）事業の効率性 

高齢知的障害者の健康管理・指導による円滑な通院から医

療的な問題の把握が行える。 

その他  



 

事業の区分 Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.8（医療分）】 

滋賀県在宅医療等推進協議会等開催事業 

【総事業費】 

748 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療を効果的、効率的に推進するために、在宅医療の推

進に関わる関係機関・団体等が協議し、同じ方向に向かって

目標を定め、互いに連携を図り課題解決に向けて取り組む

必要がある。 

アウトカム指標： 訪問診療の年間実利用患者数 

R1 年度：10,178 人 → R5 年度：11,522 人 

事業の内容（当初計画） 医師会等の多機関多職種が一堂に会して滋賀県における在

宅医療推進のための基本的な方向性について協議検討を行

う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

在宅医療推進のための数値目標を達成するために開催する

協議、研修等の開催：3回 

アウトプット指標（達成

値） 

推進協議会開催：3回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 訪問診療の年間実

利用患者数： 

Ｒ1年度 10,178 人→Ｒ2年度 11,113 人 

（Ｒ3年度実績 確認中） 

（１）事業の有効性 

在宅医療推進協議会により、各関係機関、団体が在宅医療を

推進するための数値目標を策定し、各団体の目標とする指

標に対する進捗確認と、団体間における諸課題を含む情報

の共有により、課題解決や目標達成に向けた相互協力が可

能になる。 

（２）事業の効率性 

関係機関や団体が一堂に会する場を設定することにより、

効率的に情報交換、取組の方向性の共有を図ることができ

た。 

その他  



 

事業の区分 Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.9（医療分）】 

在宅医療人材確保・育成事業 

【総事業費】 

19,715 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県、日本プライマリ・ケア連合学会滋賀県支部、医療福

祉・在宅看取りの地域創造会議、滋賀医科大学、守山野洲医

師会 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者の急激な増加、多死社会の到来等により、増大する在

宅医療ニーズに対応するためには、在宅医療の中核である

在宅医の確保、養成等を図ることが必要である。また、市町

や病院等の関係団体が、在宅医療介護連携を推進するとと

もに、県民一人ひとりが自らの療養・看取りについて考え、

行動するきっかけづくりや、情報の発信を行っていく必要

がある。 

アウトカム指標： 在宅療養支援診療所数 

R1 年度末：153 か所 → R5 年度末：170 か所 

事業の内容（当初計画） 医師が在宅医療に踏み出すきっかけとなるセミナーや訪問

診療の同行体験を実施するほか、家庭医の資質向上研修、市

町保健師等へのセミナー開催、多職種が参画する「医療福

祉・在宅看取りの地域創造会議」の実施、国内外の先進的に

取り組んでいる診療所研修による家庭医の資質向上、その

他在宅医療推進にかかる多職種連携研修等を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

在宅医療セミナーに参加する医師：25 人以上 

アウトプット指標（達成

値） 

在宅医療セミナー：新型コロナウイルス感染症拡大のため

中止 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 訪問診療の年間実

利用患者数： 

Ｒ1年度 10,178 人→Ｒ2年度 11,113 人 

（Ｒ3年度実績 確認中） 

（１）事業の有効性 

日本プライマリ・ケア連合学会滋賀支部が実施する在宅医

に対する研修と、在宅医療セミナーの在宅医を増やす事業

が、県内の在宅医を増やす施策の両輪である。 

このことから、在宅医療セミナーに参加した医師や多職種



   

 

 

から引き続き安心して在宅支援診療所ができる環境を作り

を積極的に推進していく。 

（２）事業の効率性 

地域における在宅医療を担う県医師会や、家庭医療医の増

加・育成に取り組む日本プライマリ・ケア連合学会滋賀県支

部と連携して事業を実施することにより、在宅医療に取り

組む医師に対する研修の受講勧奨が積極的に行われるな

ど、在宅医療に取り組む医師等の増加に向けて、効率的かつ

効果的に事業を実施することができた。 

その他  



 

事業の区分 Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】 

慢性疾患医療提供体制整備事業 

【総事業費】 

5,900 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 国立大学法人滋賀医科大学 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多くの病気の最終段階であるため心不全患者と関わる機会

は多いが、逆に原疾患が複数に及ぶため兼統一の連携ツー

ルもなく、人材育成の体系がない状況で包括的な支援が不

十分なため、心不全患者が、地域の多職種連携のもとで支援

を受けながら療養生活がおくれる体制の構築が必要であ

る。 

アウトカム指標： 在宅（自宅・老人ホーム）死亡数・率 

R2 年：23.4％→ R5 年：28.2％ 

事業の内容（当初計画） 在宅医療体制の充実に向けて、医療従事者の人材育成を行

うとともに県民に向けて在宅療養や再発予防対策の啓発を

行い、地域で安心して在宅療養生活が送れるよう支援を行

う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修会の Web 配信の実施  検討会の開催：年４回 

アウトプット指標（達成

値） 

R3 年度研修会等開催：12 回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 在宅（自宅・老人

ホーム）死亡率  R2 年：27.7% 

（１）事業の有効性 

地域のかかりつけ医やリハビリ関係職や心理職等が慢性疼

痛治療に対する理解が深まり、痛みセンターと連携した治

療体制が整ってきている。慢性閉塞性肺疾患（COPD)をはじ

め、在宅呼吸不全について、専門医の少ない地域でも在宅療

養を多職種で支援する体制が整ってきている。 

（２）事業の効率性 

多職種の連携で支援している痛みセンターを中心に研修会

を開催することで、地域の多職種への働きかけが効率的に

実施できる。大学病院の専門性とネットワークを活かすこ

とで研修企画が効率的に実施できた。 

その他  



 

事業の区分 Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 

訪問看護促進事業 

【総事業費】 

21,313 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県看護協会、滋賀医科大学 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

増大かつ多様化する在宅医療ニーズに対応するため、訪問

看護師の更なる人材確保と資質向上のための仕組みづくり

や、医療依存度の高い人の在宅療養を支援できる多様なサ

ービスの整備等を進める必要がある。 

アウトカム指標： 訪問看護利用者数 

R1 年度：13,744 人 → R5 年度：14,023 人 

事業の内容（当初計画） 看護学生に対し看護基礎教育における在宅看護力育成のた

めの「訪問看護師コースプログラム」に沿った教育を行うこ

と、および現在在宅医療を担っている看護職員に対しキャ

リアに応じた研修を実施することを支援するとともに、滋

賀県看護協会が設置する訪問看護支援センターが行う訪問

看護ステーションの機能強化や体制整備のための事業を支

援することにより、訪問看護師の人材確保・資質向上および

訪問看護提供体制の充実・強化を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・各キャリア別研修会開催回数：計 3回 

・訪問看護 OJT 助言・指導事業所数：10 か所 

・新卒訪問看護師育成プログラム受講者数：1人 

・訪問看護初任期研修プログラム受講者数：１０人 

・地域の訪問看護ステーションに出向した（派遣された）病

院看護師数：3人／3月（出向期間） 

・新卒訪問看護師育成プログラム受講者数：1人 

・訪問看護初任期研修プログラム受講者数：10 人 

アウトプット指標（達成

値） 

・各キャリア別研修会開催回数：14 回 

（初任期８回、中堅期：４回、管理期：２回） 

・訪問看護管理者初任期プログラム研修修了事業所：７か

所 

・新卒訪問看護師育成プログラム受講者数：２人 

・新人およびリスタートナース訪問看護師定着支援を行っ

た事業所数：１７事業所 



   

 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

訪問看護師数（常勤換算）：828.3 人（R3.09） 

（１）事業の有効性 

各キャリアに応じた知識や技術を学ぶ研修体制が整備され

ることで、訪問看護師の確保（訪問看護師常勤換算数の増

加）や質の高い在宅看護が提供に結びついている。その結

果。訪問看護の利用者が 10,895 人(H28)から 14,847 人（R2)

に増加した。 

（２）事業の効率性 

在宅医療を行う訪問看護師の多くを会員としている滋賀県

看護協会に補助することにより、当該事業の周知を確実か

つ効率的に行うとともに、現場のニーズに即した研修の企

画・実施を通じて、より実践力の高い人材の育成を図るな

ど、事業を効率的かつ効果的に進めることができた。 

その他  



 

事業の区分 Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 

認知症高齢者等への院内デイケア実施支援

事業 

【総事業費】 

254 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 県内病院（公募） 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

身体合併症のある認知症患者に対する適切な医療とケアの

確保が困難なため、身体疾患は治癒しても認知症が進行し

て在宅復帰し、在宅医療の提供へつながらないという課題

がある。 

アウトカム指標： 院内デイケアを新たに実施する病院数 

R2 年度：0病院→R3 年度：2病院 

事業の内容（当初計画） 身体合併症を有する認知症高齢者の患者等に「院内デイケ

ア」を実施しようとする県内一般病院に対し、その立ち上げ

やレベルアップにかかる経費を助成し、医療介護連携体制

を構築して認知症を悪化させることなく円滑に退院・在宅

復帰させて、在宅医療の提供へつなげる。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

助成対象病院数：4病院 

アウトプット指標（達成

値） 

助成対象病院数：1病院 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 院内デイケアを新

たに実施する病院数  令和 3年度：0病院 

（１）事業の有効性 

長引くコロナ下の影響により、新規に本事業を活用して院

内デイケアを開始する病院はなかったが、１病院に対し院

内デイケア実施に係る費用補助を行い、院内デイケアの質

の向上を図る取組が実施され、認知症ケアの質の向上と認

知症の悪化防止に寄与した。 

（２）事業の効率性 

事前に事業内容の聞き取りや事業内容の精査等を行うこと

で効率的に事業を執行することができた。 

その他  



 

事業の区分 Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 

在宅歯科医療連携推進事業 

【総事業費】 

4,063 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県（滋賀県歯科医師会、草津栗東守山野洲歯科医師会）

湖東歯科医師会 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築にあたり、歯科疾患への対応

だけでなく、摂食、嚥下、誤嚥性肺炎予防等の支援のため

に、歯科保健医療が担う役割は大きいが、在宅歯科医療の供

給側、需要者ともに、その重要性、必要性の認識が不十分で

ある。そのため、双方に対する情報提供や、実際の訪問歯科

診療の提供や利用の促進を図る必要がある。 

アウトカム指標： ・在宅歯科医療連携室数 2 か所 

・県内の歯科診療所に占める在宅療養支援歯科診療所の割

合の増加 

R3 年 3 月： 8.9%→R3 年度末：10% 

・訪問歯科診療実施医療機関数 

R2 年度平均(10 月現在)： 121 施設→R3 年度：130 施設 

事業の内容（当初計画） 在宅歯科医療拠点として在宅歯科医療連携室を設置し、在

宅療養者側に対して在宅療養時における口腔機能管理の重

要性と必要性の周知および訪問歯科診療利用の周知・相談

を行うとともに、訪問歯科診療を行う歯科医療機関側に対

して在宅療養者側からの相談を訪問歯科診療につなげる連

絡調整等を行う。また、歯科医療機関側が、地域包括ケアシ

ステムの構成員として口腔の機能管理を通じて在宅療養支

援をできるよう、多職種連携のための検討会や研修会等を

行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・連携室での相談件数  R3 年度末：100 件 

・研修参加者数  R3 年度末：300 人 

・口腔機能管理支援拠点歯科診療所での実地研修実施回数 

R3 年度末  歯科医師：70 回  歯科衛生士：139 回 

アウトプット指標（達成

値） 

・連携室での相談件数  R3 年度：58 件 

・研修参加者数  R3 年度：135 人 

・口腔機能管理支援拠点歯科診療所での実地研修実施回数 

R3 年度 



   

 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：在宅療養支援歯科

診療所の増加  R3.8：8.5%  R4.8：8.9% 

訪問歯科診療実施医療機関数  R3 年度：138 施設 

（１）事業の有効性 

在宅療養支援関係者の集まりの場において、在宅歯科医療

を啓発し、相談窓口を開通したことで、在宅療養者の歯科口

腔に関する問題の相談や訪問歯科診療の要望に対応できる

ようになった。実際の臨床の現場を見学することで、在宅歯

科診療を行える専門機関の向上を図ることができた。歯科

診療所の外に出て活動する機会の少なかった歯科医療従事

者が、診療所の外に出るきっかけとして機能することがで

きた。また、他職種からは、苦手意識の大きい口腔の分野に

おける知識や手技を知る機会となり、在宅療養者の健康管

理の質向上につなげることができる。 

（２）事業の効率性 

地域性を考慮しながら事業を展開するため、地域の在宅療

養支援関係者の輪に加わることで、効率的に在宅歯科医療

の普及活動と実施拡大をはかれた。実地研修受講歯科医師

が、自院の運営に継続した訪問歯科診療を組み入れること

により、訪問歯科診療実施歯科医療機関数の増加をはかれ

る。地域によって医療資源が異なるため、事業を二次医療圏

域単位で実施した。在宅療養支援者も、市町単位で活動する

ため、多職種の連携を効率的に進めることができたと考え

る。 

その他  



 

事業の区分 Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 

在宅歯科診療のための人材確保事業 

【総事業費】 

9,025 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県（滋賀県歯科衛生士会）、滋賀県歯科医師会、滋賀県

内病院 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅歯科診療の実施にあたっては、歯科疾患への対応をは

じめ、摂食、嚥下、誤嚥性肺炎予防等の内容が求められ、歯

科医師、歯科衛生士、歯科技工士がそれぞれの専門的な知

識、技術を活かしつつ、三者が連携する必要があるが、その

担い手が不足、または将来的に不足することが見込まれて

おり、確保が必要である。 

アウトカム指標：県が実施する在宅療養支援のための歯科

保健医療推進関連事業への協力歯科衛生士数の増加 

R1 年度(R2 未報告)→R3 年度末 

高齢者関係：42 人→47 人 

障害児関係：35 人→40 人 

障害者関係：66 人→71 人 

歯科医師による訪問歯科診療利用者および居宅療養管理指

導利用者ならびに歯科衛生士による訪問歯科衛生指導利用

者および居宅療養管理指導利用者の増加 

R3 年度 

訪問歯科診療: 8,690 人 

歯科医師 居宅療養管理指導: 2,290 人 

訪問歯科衛生指導:3,280 人 

歯科衛生士居宅療養管理指導: 1,770 人 

事業の内容（当初計画） 在宅歯科医療を担う医療資源である歯科衛生士および歯科

技工士を確保するため、離職した歯科衛生士に対する復職

支援研修や広報、また歯科技工士の早期離職の防止・復職支

援を軸とした検討の実施に対し支援を行う。さらに、地域の

歯科診療所と連携して在宅歯科医療の後方支援を行う病院

に対し、必要な歯科医師・歯科衛生士の増員に係る支援を行

う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

人材確保のための検討会：4回（歯科衛生士 3 回, 歯科技

工士 1回） 



   

 

 

・復職研修会：4回 

・人材確保のためのセミナー：1回 

・人材育成のための研修会：3回 

・在宅歯科診療および後方支援（全身麻酔下の治療等）を実

施する病院への人的支援の実施：3件 

アウトプット指標（達成

値） 

・人材確保のための検討会：5回（歯科衛生士 4 回, 歯科

技工士 1回） 

・復職研修会：4回 

・人材確保のためのセミナー：2回 

・人材育成のための研修会：3回 

・在宅歯科診療および後方支援（全身麻酔下の治療等）を実

施する病院への人的支援の実施：3件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 歯科医師による訪

問歯科診療利用者および居宅療養管理指導利用者 

訪問歯科診療：6,892 人 

歯科医師居宅療養管理指導：2,223 人 

（１）事業の有効性 

寝たきりの療養者や地域の歯科診療所を受診することに障

害がある者への口腔ケア、口腔の機能的健康管理等を通じ

て在宅療養を支援する歯科衛生士を育成が行えた。離職し

た歯科衛生士への連絡経路の確保、復職支援のための情報

提供など、人材確保のための取組を実施することができた。

地域包括ケア体制の整備の一環として、通常の歯科診療、在

宅歯科診療が困難な患者の後方支援（診療）を行う病院に対

して人的な補助を行うことで、訪問歯科診療、後方支援（診

療）の実施の促進を行えた。 

（２）事業の効率性 

知識、手技、経験等を歯科衛生士に伝えることにより、県が

実施する関連事業への協力歯科衛生士の増加をはかること

ができた。臨床経験のある離職歯科衛生士の在宅歯科医療

分野での復職は、即戦力としての期待がもてる。既存の病院

歯科において、口腔外科に限定しない 2 次医療が担えるよ

う補助を実施し、保健医療圏域単位で、包括的な歯科医療体

制の整備を進められた。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15（医療分）】 

滋賀県医師キャリアサポートセンター運営

事業 

【総事業費】 

36,157 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県（滋賀医科大学） 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内医師数（人口 10 万人対）は全国平均より少ないため、

医師キャリアサポートセンターを中心とした各種医師確保

対策により、その増加が必要 

アウトカム指標： 県内医師数の増加 

H30 年度：3,386 人 → R4 年度：3,622 人 

事業の内容（当初計画） 滋賀県の地域医療支援センターである「滋賀県医師キャリ

アサポートセンター」がコントロールタワーとなり、関係

者・団体等と連携しながら、県内の医師の絶対数の確保や、

地域・診療科偏在の解消、病院で働く女性医師数の増加に向

けて、各種医師確保対策を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

医師派遣・あっせん数：76 人 

キャリア形成プログラム作成件数：16 件 

研修会参加者数：10 人／回 

相談件数：5件 

アウトプット指標（達成

値） 

医師派遣・あっせん数：49 

キャリア形成プログラム作成件数：14 件 

研修会参加者数：18 人／回 

相談件数：2件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 県内医師数の増加 

R2 年度：3,496 人 

（１）事業の有効性 

資金貸与を受けていた医師や無料職業紹介事業による病院

紹介により、県内医療機関で勤務する医師の確保を図れた。 

令和３年度は学生・女性医師の相談件数が 2 件で目標に 3

件届かなかったものの、医学生向け研修会の参加者は目標

人数を上回っており、医学生のキャリア形成支援に繋がっ

た。 

（２）事業の効率性 



   

 

 

県内唯一の医師養成機関である滋賀医科大学へ委託するこ

とにより、県と大学が同様の働きかけを個別に行うといっ

た無駄を省くことができる他、総合的な医師確保対策が図

れる。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（医療分）】 

滋賀県医学生修学資金等貸与事業 

【総事業費】 

45,203 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内医師数（人口 10 万人対）は全国平均より少ないため、

医師キャリアサポートセンターを中心とした各種医師確保

対策により、その増加が必要 

アウトカム指標： 県内医師数の増加 

H30 年度：3,386 人 → R4 年度：3,622 人 

事業の内容（当初計画） 県内病院での勤務を志す医学生・研修医に対し、一定期間以

上県内病院で診療業務に従事することを返還免除条件とす

る修学資金・研修資金を貸与することにより、県内における

医師の確保・定着を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

修学資金等貸付者数：新規 17 人 

アウトプット指標（達成

値） 

修学資金等貸与者数：新規 15 人 

 本県では、全国の医学生向け修学資金と滋賀医科大学医

学部在籍者向け奨学金の２種の修学資金貸与事業を行って

いる。 

 令和３年度は滋賀医科大学医学部在籍者向け奨学金が募

集定員 11 名に対し 11 名、全国医学生向け修学資金が募集

定員 6名に対し 4名に貸与することができた。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 県内医師数の増加 

R2 年度：3,496 人 

（１）事業の有効性 

資金貸与をした医学生の金銭的不安を解消し、医学学習に

専念させることで、将来的に質の高い医師の診療を受ける

ことができる。 

将来県内医療機関で就業義務を負う医師の増加に繋げるこ

とができている。 

今後とも制度見直しやキャリア形成プログラムの充実化を

図ることにより、大学卒業後に県内の医療機関で勤務する

医師の確保に努めたい。 



   

 

 

（２）事業の効率性 

貸与終了後、臨床研修も含め、県内医療機関での勤務を条件

としている。医師は出身都道府県や医学部進学先・臨床研修

先の都道府県に定着する傾向にあるとのデータから、義務

年限終了後も長期間に渡って県内医療機関での勤務が期待

でき、効率的に県内の医師確保が図れる。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（医療分）】 

産科医等確保支援事業 

【総事業費】 

7,216 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県内病院、診療所 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県における産科医師数は全国平均を下回っている状況に

ある。そこで産科医等の処遇等の改善を通じて、県内産科医

師数の確保を図り、県内の産科医療体制を整備する必要が

ある。 

アウトカム指標：分娩 1,000 件当たりの分娩取扱医療機関

勤務産婦人科医師数 

平成 30 年度：10 人 → R4 年度：11 人 

県内産科・産婦人科医師数 

H30 年度：114 人 → R2 年度：128 人 

事業の内容（当初計画） 地域でお産を支える産科・産婦人科医師および助産師に対

して、分娩手当等を支給され、処遇改善を図られている病院

等を支援することにより、県内で勤務する産婦人科医等の

確保定着を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

手当支給件数 

R1 年度：のべ 3,670 件→R3 年度：のべ 3,800 件 

手当支給施設数 

令和 2年度：15 施設→R3 年度：16 施設 

アウトプット指標（達成

値） 

手当支給件数  R03 年度：のべ 3,264 件 

手当支給施設数  R03 年度：14 施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：分娩 1,000 件当た

りの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

 R2 年度：14 人 

※R03 年度の医師数は把握できないため、R2 年度の医師数

128 人で算出 

（１）事業の有効性 

産婦人科医等への分娩手当および非常勤医に対する帝王切

開手当の支給を支援することにより、分娩を行う医療機関

数の維持が図れている。 

今後とも、県内の周産期医療体制を維持できるよう継続的

に支援を行う。 



   

 

 

（２）事業の効率性 

分娩手当等に着目してその支給を支援することにより、雇

い上げ費用に対する補助よりも安価に医師の処遇・負担改

善について効率的な事業の実施が図れている。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18（医療分）】 

滋賀県地域医療対策協議会 

【総事業費】 

541 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

平成 30 年の医療法等改正を受け、地域や診療科等における

医師の確保や偏在の是正を図る必要がある。 

アウトカム指標： 県内医師数の増加 

H30 年度：3,386 人 → R4 年度：3,622 人 

事業の内容（当初計画） 滋賀県地域医療対策協議会において、医療計画において定

める医師の確保に関する事項の実施に必要な事項について

協議・調整を行うことで、医師偏在の解消を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

協議会の開催：4回 

アウトプット指標（達成

値） 

協議会の開催：3回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 県内医師数の増加 

H30 年度：3,386 人 

（１）事業の有効性 

令和元年度に当協議会で策定した医師確保計画に基づき、

医師の確保に必要な事項について各関係機関、団体を代表

する委員が議論することにより、課題解決や目標達成に向

けた相互協力が可能になる。 

（２）事業の効率性 

関係機関や団体が一堂に会する場を設定することにより、

効率的に情報交換、取組の方向性の共有を図ることができ

た。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19（医療分）】 

臨床研修医・専門研修医確保対策事業 

【総事業費】 

10,412 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 県内各医療団体 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県における医師数は全国平均を大きく下回り、かつ、その

中においても著しく地域偏在が見られるため、臨床研修医

および専門研修医の確保定着を積極的に推し進め、医師不

足解消を図る必要がある。 

アウトカム指標： 県内臨床研修医採用数県合計 

R2：119 人 → R3：119 人 

事業の内容（当初計画） 県出身医学生および県内医大医学生を対象に、滋賀を知り、

滋賀における医療の現状を確認し、魅力を感じて、臨床研修

から始まる医療への従事の舞台を滋賀に置いてもらえるた

めの啓発活動等に対して補助を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

オンライン病院説明会の開催回数：１回 

オンライン病院説明会の参加人数：100 人 

アウトプット指標（達成

値） 

オンラインイベント参加医学生 86 名 

イベント参加者 52 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 県内臨床研修医数 

令和２年度 119 人→令和３年度 110 人 

（１）事業の有効性 

県内の医療の現状と魅力を発信し、直接目にする機会を持

つとともに、滋賀県という地域が持つ魅力を発信すること

で県内の臨床研修医および専門研修医の確保が図れてい

る。 

オンラインイベントにすることで全国から参加者が集ま

り、臨床研修医数については当初の目標超えて達成するこ

とができた。今後も引き続き研修医の確保に努める。令和２

年と比較して、臨床研修医数は減少したものの、100 人越え

を維持できている。県内の地域医療の現状と魅力を発信す

る機会を設けることで、将来の県内の臨床研修医および専

門研修医の確保が図れている。 

 



   

 

 

（２）事業の効率性 

個別での説明会等ではなく、全県的なイベントの開催や、レ

ジナビ等の大規模なイベントに参加することで、少ない回

数で県内外の学生も県内病院の魅力の効率的な周知を図る

ことができる。県内の進学校を対象に、希望者に対して、イ

ベントを開催することで、少ない回数で地域医療の魅力に

ついて効率的な周知を図ることができる。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20（医療分）】 

神経発達症・児童思春期に対する医療と連

携の強化事業 

【総事業費】 

21,000 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県（国立大学法人滋賀医科大学） 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小児期から精神症状を呈する児童が必要な治療や支援が継

続されないまま精神疾患を発症するケースも多い。このこ

とから児童思春期を専門とする医師の養成や、小児科・精神

科医や関連する多職種との相互連携体制の整備が必要。 

アウトカム指標： 

神経発達症・児童思春期の対応が可能な専門医師数の増加 

R2 年度：25 名 → R3 年度：28 名 

神経発達症・児童思春期の対応が可能な地域のかかりつけ

医師数の増加 

R2 年度 90 名 → R3 年度：100 名 

事業の内容（当初計画） 神経発達症や児童思春期精神疾患対応など「子どものここ

ろの医療」を全県的に拡充するため、地域かかりつけ医の対

応力の向上と総数の増加を目指す。具体的には、子どものこ

ころの医療専門医との連携だけでなく、教育・行政など地域

の関連領域多職種と連携できるネットワークを県内で構築

し、県内の専門職が相乗効果を発揮しながら機能できるシ

ステムを大学中心に展開することを目指す。このため、専門

性の強化と地域医療への展開を３年かけて実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

大学病院や関連病院の発達外来におけるかかりつけ医対応

能力向上事業参加者数：20 人 

神経発達症・児童思春期の疾患をもつ患者の診療ができる

小児科・精神科医師の研修会参加者数：30 人 

連携会議の開催：12 回 

アウトプット指標（達成

値） 

大学病院発達外来におけるかかりつけ医対応能力向上事業

参加者数：のべ 34 人 

神経発達症・児童思春期の疾患をもつ患者の診療ができる

小児科・精神科医師の研修会参加者数：114 人 



   

 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 児童思春期・発達

障 害 の 対 応 が 可 能 な 医 師 数 の 増 加 ： 29 人                                                                             

（R3 年度末） 

（１）事業の有効性 

医療と保健福祉との連携による支援体制を整備すること

で、発症の予防や発症しても安心して生活できる体制づく

りを強化し、切れ目のない支援の充実を目指し児童思春期

の特性を踏まえた専門医療とともに地域連携により包括支

援体制の整備を行うことができる。 

（２）事業の効率性 

各回研修テーマを絞って行っており、現場のニーズや受講

者との連携について、継続的に実施できており、今後身近な

医療機関で児童思春期・発達障害の診療していただける医

師の増加が期待できる。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21（医療分）】 

復職支援研修事業 

【総事業費】 

4,800 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県内病院 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医師の働き方改革による時間外勤務の上限規制の開始によ

り、さらなる医師不足が予測されることから、産育休や介護

により一時的に離職していた医師がスムーズに職場復帰で

きる環境を整えるとともに、医療機関で専門医として経験

を積んできた中堅・ベテラン医師等が、地域を幅広く診る総

合診療医等に転科するなどの「キャリアチェンジ」・「セカン

ドキャリア形成」を支援し、地域医療を支える医師として勤

務してもらえる体制づくりを行う必要がある。 

アウトカム指標： 復職等支援研修を受講し、県内医療機関

での診療業務を継続することとした医師数 

R3：10 人 

事業の内容（当初計画） 医師の離職防止および地域偏在の解消を目的として、医師

の医療現場への復職を支援する研修および医師のセカンド

キャリア形成を支援する研修に要した経費を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

復職等支援研修に参加する医師数  R３：10 人 

アウトプット指標（達成

値） 

復職支援等研修に参加した医師数  R３ ４人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 研修参加医師４名

は令和４年度も継続して研修 

（１）事業の有効性 

研修に参加した医師は引き続き県内病院で研修を継続して

おり、医師の離職防止及び県内の医師定着に寄与している。 

（２）事業の効率性 

事業実施する県内病院に補助することで、離職防止だけで

なく地域定着、医師不足の解消に寄与している。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22（医療分）】 

新生児医療体制強化事業 

【総事業費】 

8,200 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 国立大学法人滋賀医科大学 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

低出生体重児やＮＩＣＵ等長期療養児が増加傾向にある

が、県内の周産期医療施設における新生児医療を担う医師

や看護師は不足している。 

また、過去の災害から、災害時に機能する小児周産期医療体

制を平時から構築する必要があることを踏まえ、周産期医

療を担う医療従事者の育成が必要であると同時に、災害時

に備えて災害時小児周産期リエゾンの育成を図る必要があ

る。 

アウトカム指標： 

周産期死亡率(出産千対）平均値が全国平均より低い 

H24-H28 の平均値：県 3.8（全国 3.7)→Ｈ29 ～R4 の平均値

が全国平均より低い 

新生児死亡率（出産千対）平均値が全国平均より低い 

H24-H28 の平均値：県 1.0（全国 0.9)→Ｈ29 ～R4 の平均値

が全国平均より低い 

新生児科等で新生児医療を担う医師数の増加 

事業の内容（当初計画） 周産期医療提供体制の強化を図るため、総合周産期母子医

療センターに人材育成のための専任医師を配置し、周産期

死亡症例の解析検討やハイリスク分娩の現状分析を行うこ

とにより、地域における産科医師および小児科医師の資質

向上を図るとともに、研修医の短期研修プログラムの一環

として大規模周産期医療センターへの派遣研修等を行うこ

とにより、産科医・新生児科医の確保・育成を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

検討会開催回数 ５回 

アウトプット指標（達成

値） 

検討会開催件数 ４回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：新生児死亡率 

H27 年：0.8→R1 年：1.1 

死亡症例の検討および新生児医療を担う人材の育成に取り



   

 

 

組むことで、新生児死亡率の低下につなげる。 

（１）事業の有効性 

母数が少ない指標であるため、R2 の値は悪化したが、長期

的には減少傾向にある。 

（２）事業の効率性 

研究等を各病院で個別に行うのではなく、総合周産期母子

医療センターである滋賀医科大学で一本化して行うことに

より、効率的に事業を行うことができ、人件費等の抑制につ

ながる。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.23（医療分）】 

小児救急医療地域医師等研修事業 

【総事業費】 

450 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県（滋賀県医師会） 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

核家族化、夫婦共働きといった家庭環境の変化や保護者の

病院への受診傾向等によって、病院勤務の小児科医に過重

な負担が生じている。 

アウトカム指標： 小児科を標榜している診療所の数 

平成 30 年度：277 件 令和 3年度：277 件 

事業の内容（当初計画） 小児科医以外の医師を対象とした研修会を行い、小児救急

医療に関する専門知識を修得させる。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修会参加医師数 

令和 3年度：220 人以上 

アウトプット指標（達成

値） 

研修会参加医師数 令和元年度：213 人 

令和 2年度：59 人 令和 3年度：203 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 小児科を標榜して

いる診療所の数 

平成 30 年度：277 か所 令和 3年度：258 か所 

（１）事業の有効性 

アウトプット指標は目標の 92.3%であった。令和３年度も新

型コロナウイルス感染症の影響はあったが、受講者数は回

復傾向にあり、小児科医以外の医師が一定小児救急医療に

関する専門知識を修得し、地域の小児救急医療体制充実に

寄与した。 

（２）事業の効率性 

県医師会に専門的な研修の企画、運営業務を委託すること

で、一定の成果を得ることができた。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.24（医療分）】 

アレルギー性疾患医療人材育成事業 

【総事業費】 

2,100 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 国立大学法人滋賀医科大学 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

アレルギー疾患は、症状が多様であり、専門医につながった

時には、重症化し長期化していることがある。県民が居住す

る地域に関わらず、等しく適切なアレルギー疾患医療を受

けることができるよう、医療の質の均てん化および人材育

成が必要である。また、アレルギーに関する情報が氾濫して

おり、重症化予防と療養生活支援のため科学的知見に基づ

く適切な情報提供が必要となっている。 

アウトカム指標： アレルギー疾患研修を受講したかかりつ

け医数の増加  H30:60 人→R2：150 人 

事業の内容（当初計画） アレルギー疾患医療の質の向上および身近な地域での専門

医療の均てん化を図るため、県アレルギー疾患医療拠点病

院が行う標準的治療ガイドラインに基づいた専門医療研修

や講習会の開催等に要する経費に対して補助することによ

り、アレルギー疾患専門医の養成や地域のかかりつけ医の

資質向上を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修会開催件数 3 回 

アウトプット指標（達成

値） 

R3 年度  研修会開催 ２回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 受講した医師およ

び薬剤師数 １５０名(R３年度末現在) 

（１）事業の有効性 

本事業により、最新のアレルギー疾患の治療についての研

修を行うことで、地域でのアレルギー疾患の治療の充実強

化を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

大学が実施することで、各科の専門医による講義を効率的

に実施することができ、専門医とかかりつけ医の連携体制

の構築にもつながった。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.25（医療分）】 

新人看護職員研修補助事業 

【総事業費】 

12,900 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県内病院 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県の看護職員の離職率は全国平均を下回るものの 10％を

超える年度もあり、変動がある。看護職員の確保・定着のた

めには新人看護職員の早期離職防止を図ることが重要であ

る。 

アウトカム指標： 看護師離職率の低下 

H30 年度：１０．３％（全国平均１０．７%）→R３年度 10%

以下 

事業の内容（当初計画） 病院等において、新人看護職員が基本的な臨床実践能力を

獲得するための研修を実施することにより、看護の質の向

上及び早期離職防止を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

新人看護職員研修を実施した施設：43 施設 

アウトプット指標（達成

値） 

新人看護職員研修を実施した施設：34 施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 看護師離職率の低

下 

平成 30 年度 10.3％（全国平均 10.7％） 

→平成 31 年度 9.4％（全国平均 11.5％） 

→令和 2年度 10.2％（全国平均 10.6％） 

（１）事業の有効性 

国の示す研修ガイドラインに沿って、各病院の特性を踏ま

えた研修を行うことで、臨床実践能力を高める効果的な研

修が行え、離職率は全国平均を下回っている。大規模病院等

が中小病院の新人看護職員を受け入れて研修を開催するこ

とで、中小病院の新人看護職員の資質向上にも有効である。 

（２）事業の効率性 

研修機材や指導者など、研修に要する資源を効率的に活用

することができ、かつ、事前に交付申請希望内容の選定を行

うことで不用額を少なく抑えることができた。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.26（医療分）】 

看護職員資質向上支援事業 

【総事業費】 

23,767 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県（滋賀県看護協会、国立大学法人滋賀医科大学）、滋

賀県内病院・施設 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療の高度化・複雑化に伴い、医療現場における看護職員に

は高い専門性が求められており、そのニーズを満たすため

に看護職員の資質の向上・確保が必要となっている。 

アウトカム指標： 県内看護職員の増加  

2018 年度：17,023 人 → 2025 年度：18,934 人 

事業の内容（当初計画） 看護職員それぞれの領域における臨床実践能力や看護教育

指導力の向上を図るため、専門的知識・技術研修による育成

事業の実施や、認定看護師等の資格取得のために施設が負

担する研修費の補助や、准看護師の看護師養成２年課程（進

学課程）への進学支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・研修参加者数および認定看護師養成数 

 新人看護職員支援者研修参加:８０人 

 実習指導者講習会参加: ７０人 

 新人助産師研修参加：２０人 

 中堅・エキスパート助産師研修参加：５人 

 認知症看護認定看護師養成：3人 

 在宅医療福祉に関する分野の認定看護師等養成：８人 

 特定行為研修修了者：１６人 

・県の支援を受けて看護師養成２年課程（進学課程）に進学

した准看護師数：20 人 

アウトプット指標（達成

値） 

新人看護職員支援者研修参加数：37 人 

看護管理者研修参加者数：20 人（新型コロナウイルス感染

症に伴い、開催を一部中止したため）R3 年度 

新任期保健師研修 2 日開催 

移行期保健師研修 1 日開催 

保健師コンサルテーション研修 6日開催 

新人助産師研修参加：14 人 

ステップアップ研修（中堅助産師研修）参加：５人 

県内病院等からの実習指導者講習会参加者数：70 人(一般



   

 

 

65 特定 15)認知症認定看護師養成数：０人 

(県からの養成費用助成によるもの) 

在宅医療福祉に関する分野の県内認定看護師受講者数：６

人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 県内看護職員の増

加  

2018 年度：17,023 人 → 2025 年度：18,934 人 

（１）事業の有効性 

看護職員の専門性を高め、質の高いケアの提供ができると

同時に、施設内・外のリーダーとして看護職員全体の質の向

上を図ることができることにより、専門職としてのモチベ

ーションの向上による離職防止に効果があった。 

（２）事業の効率性 

県内対象となる看護職員の研修を、県内の人材を活用し、一

元的に実施することにより、人件費を抑制することができ、

また、医療機関等への補助については、必要最低限のものを

対象とし、かつ事前の交付申請希望者の選定をおこなうこ

とで不用額を少なくすることができた。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.27（医療分）】 

看護職員確保定着推進事業 

【総事業費】 

58,295 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県、滋賀県内病院 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢化の進行とともに看護職員の役割はますます重要にな

り、県内の看護師数を増やすためには継続的に確保定着を

図っていくことが必要である。看護職員の確保定着につい

て、離職防止ならびに再就業のための支援を行っていくこ

とが必要である。 

アウトカム指標： 看護師離職率の低下 

R1 年度：10.6％→R3 年度：10％以下 

事業の内容（当初計画） 看護職員の確保や定着、離職防止、再就業を促進するために

関係者による協議会を設置するとともに、病院内保育所の

運営を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・協議会の開催回数：2回（部会 4回） 

・助成施設(病院内保育所）：21 病院 

アウトプット指標（達成

値） 

助成施設：28 

病院協議会の開催回数：１回（部会 4回） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 看護師離職率の低

下 

平成 30 年度 10.3％（全国平均 10.7％） 

→平成 31 年度 9.4％（全国平均 11.5％） 

→令和 2年度 10.2％（全国平均 10.6％） 

（１）事業の有効性 

病院の保育所運営に対し補助することで子供を預け入れる

施設を確保でき、医療従事者が子育てを理由に離職するこ

とを防止することに繋がる。 

（２）事業の効率性 

病院において保育施設が運営されることで就業を継続する

機会が与えられるため、効率的に看護職員を確保すること

ができる。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.28（医療分）】 

看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費】 

68,625 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域 

事業の実施主体 県内看護師等養成所 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護師の就業の場は、医療機関や訪問看護ステーション、福

祉施設、介護施設等多岐にわたってきており、より一層の看

護師養成力の拡充が必要である。 

アウトカム指標： 県内看護職員の増加  

2018 年度：17,023 人 → 2025 年度：18,934 人 

事業の内容（当初計画） 看護師等養成所の運営費に対する助成を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

補助金を利用した養成所数 

R３年度：５施設 

アウトプット指標（達成

値） 

補助金を利用した養成所数：５施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 県内看護職員数の

増加  2018 年度 17,023 人→2020 年度 17,249 人 

（１）事業の有効性 

卒業生 382 人（3 年課程 342 人、2 年課程 10 人、准看護師

養成課程 32 人）のうち 323 人（3 年課程 298 人、2 年課程

7人、准看護師養成課程 17 人）が県内医療機関へ就業した 

（２）事業の効率性 

県内看護師等養成所へ運営費の補助を実施することによ

り、養成所における看護職養成を推進出来、県内で就業する

多くの看護職を養成することができた。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.29（医療分）】 

看護職員復職支援事業 

【総事業費】 

36,959 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県（滋賀県看護協会、国立大学法人滋賀医科大学）、滋

賀県内病院・施設 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内には推計で 5000 人の潜在看護職員がいるとされてお

り、2025 年に向けて、看護職員の確保のためにはそれら潜

在看護職員等の復職支援が必要となる。そのため、平成 27

年度から開始された看護職員の離職時届出制度の定着によ

り看護職員の人材確保を効率的に行えるようナースセンタ

ーの機能強化や復職支援研修の実施などで再就業支援につ

なげる必要がある。 

アウトカム指標： 県内看護職員の増加  

2018 年度：17,023 人 → 2025 年度：18,934 人 

事業の内容（当初計画） 地域の医療機関の看護師確保の支援や看護職員の復職支援

の促進を図るため、看護の魅力を配信する事業、ナースセン

ターのサテライト事業の進展や効果的な復職支援の実施を

行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・潜在助産師復職支援研修の参加者：２０人 

・ナースセンターの相談件数：10,000 件 

アウトプット指標（達成

値） 

潜在助産師の復職支援研修の参加者数：5人 

ナースセンター相談件数 24,105 件   サテライト 455 件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 県内看護職員数の

増加  2018 年度 17,023 人→2020 年度 17,249 人 

（１）事業の有効性 

離職時届出制度などを活用し、復職相談や復職支援研修事

業などにより復職へ繋がった。 

（２）事業の効率性 

ハローワークやマザージョブステーション等求職者の集ま

る場所で相談事業を行うことで会場使用料等の削減とな

り、効果的に成果を上げることができた。 

各種復職研修も事前予約性とすることで人件費の削減に繋

がり、効果的に研修を実施することができた。ナースセンタ

ーや彦根サテライト等、相談事業と併せて復職研修事業を



   

 

 

行うことで、人件費を抑制して成果を上げることができた。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.30（医療分）】 

看護師等養成所施設・設備整備事業 

【総事業費】 

5,000 千円 

事業の対象となる区域 大津区域 

事業の実施主体 県内看護師等養成所 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護師の就業の場は、医療機関や訪問看護ステーション、福

祉施設、介護施設等多岐にわたってきており、それらに対応

できる看護職員の養成が必要である。これらの看護職員を

養成するため養成所の施設・設備整備を行い、教育環境を整

え、養成力の拡充を図ることが必要である。 

アウトカム指標： 県内看護職員の増加  

2018 年度：17,023 人 → 2025 年度：18,934 人 

事業の内容（当初計画） 看護師の養成に必要な看護師等養成所の教育環境の整備に

要する費用を助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

対象養成所数 R３年度：１施設 

アウトプット指標（達成

値） 

対象養成所数 

R3 年度：1施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 県内看護職員数の

増加 

2018 年度 17,023 人→2020 年度 17,249 人 

（１）事業の有効性 

補助申請のあった養成所は 1 施設であったが、当該施設の

設備整備を行うことにより、教育環境の整備が図れたため、

教育の向上が期待される。 

（２）事業の効率性 

看護師等養成所等に対し、必要な施設・設備を整備すること

により看護師養成に効率的な教育が出来た。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.31（医療分）】 

医療勤務環境改善支援事業 

【総事業費】 

27,468 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 ・滋賀県（滋賀県病院協会） 

・滋賀県内病院 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

人口の減少、若い世代の職業意識の変化、医療ニーズの多様

化に加え、医師等の偏在などを背景として医療機関におけ

る医療従事者の確保が困難な中、質の高い医療提供体制を

構築するためには、勤務環境の改善を通じ、医療従事者が健

康で安心して働くことができる環境整備を促進することが

重要である。 

アウトカム指標： 看護師離職率の低下 

H30 年度：10.3％（全国平均：10.7％）→R3 年度：10％以下 

県内医師数の増加 

H30 年度：3,386 人 → R4 年度：3,622 人 

事業の内容（当初計画） 医療スタッフの離職防止や医療安全の確保等のため、県内

の医療関係団体と連携しながら運営協議会を立ち上げ、相

談やアドバイザーの派遣等を行う医療勤務環境改善支援セ

ンターを運営するとともに、 県内病院が実施する勤務環境

改善に資する事業に要する経費の一部を助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

勤務環境改善計画を策定する医療機関数 

H31 年度：35 病院→R3 年度：40 病院 

アウトプット指標（達成

値） 

相談件数：113 件 

勤務環境改善計画を策定した医療機関数：40 

施設勤務環境改善計画を策定した医療機関数：40 施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 県内看護職員数の

増加 2018 年度 17,023 人→2020 年度 17,249 人 

看護師離職率の低下  平成 30 年度 10.3％（全国平均

10.7％）→平成 31 年度 9.4％（全国平均 11.5％）→令和 2

年度 10.2％（全国平均 10.6％） 

（１）事業の有効性 

医師や看護師を含めた医療スタッフの勤務環境改善に関

し、ワンストップで支援を行うことができている。勤務環境

改善計画の策定を推進することにより、長期的な医療現場



   

 

 

の環境改善を行うことができ、医療機関の勤務環境改善を

効率的に進めることができた。 

（２）事業の効率性 

センターを県病院協会へ委託することにより、支援をワン

ストップで行うことができ、個別にアドバイザーを派遣す

る等の業務および費用を抑えることができ、効率的に事業

を実施することができた。勤務環境改善支援事業を助成す

ることにより、勤務環境改善計画を策定する病院の増加に

寄与した。 

その他  



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.32（医療分）】 

小児救急医療支援事業費補助金 

【総事業費】 

88,769 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 市町行政組合等（滋賀県内病院） 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

家庭環境の変化や保護者の病院志向から、本来は初期救急

機関を受診すべき患者が二次救急医療機関を受診してお

り、夜間、休日の小児救急医療体制の充実、強化を図る必要

がある。 

アウトカム指標： 全二次医療機関における在宅当番医およ

び病院群輪番制病院等を支援する小児二次救急医療体制の

確保：7圏域 11 病院 

事業の内容（当初計画） 二次医療圏を単位に、二次救急医療施設として必要な診療

機能、小児科専用病床および小児科医を確保するために必

要な経費に対して助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

補助対象医療機関における受入れ患者数 

H29 年度：31,736 人   R3 年度：36,000 人 

アウトプット指標（達成

値） 

補助対象医療機関における受入患者数 

平成 29 年度：31,736 人  令和 3年度：17,333 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 全二次医療機関に

おける在宅当番医および病院群輪番制病院等を支援する小

児の二次救急医療体制の確保：７圏域８病院 

（１）事業の有効性 

アウトプット指標は目標の 48.1%であった。新型コロナウイ

ルス感染症の影響により受診患者数が減少したものと考え

られるが、小児科医等の医療関係者を夜間と休日に確保す

るための費用を補助することで、二次保健医療圏で小児救

急医療体制の維持を図れた。 

（２）事業の効率性 

二次保健医療圏毎に輪番制をとり、当番病院に対して補助

することで、事業費の効率化が図れた。 

その他  

 

 

 



 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.33（医療分）】 

小児救急電話相談事業 

【総事業費】 

22,116 千円 

事業の対象となる区域 大津区域、湖南区域、甲賀区域、東近江区域、湖東区域、

湖北区域、湖西区域 

事業の実施主体 滋賀県（民間事業者） 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

家庭環境の変化や保護者の病院志向から生じた小児科医へ

の過重な負担の軽減等を図るため、小児救急医療体制の補

強と医療機関の機能分化を促進し、県内における患者の症

状に応じた、夜間、休日の小児救急医療体制の充実、強化を

図る必要がある。 

アウトカム指標： 小児救急患者の減少 

平成 27 年度：67,804 人 令和 3年度：60,000 人 

事業の内容（当初計画） 夜間小児患者の保護者等向けの電話相談体制を整備する。

全国統一番号（♯8000 番）で実施することによりどこでも

患者の症状に応じた適切な助言、アドバイスを受けられる

ようにする。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

電話相談対応件数の増加 

H29 年度：19,402 件  R3 年度：20,000 件 

アウトプット指標（達成

値） 

電話相談対応件数 

平成 29 年度：19,402 件  令和 3年度：13,725 件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 小児救急患者の減

少 H27 年度：67,804 人  R2 年度：22,420 人 

（１）事業の有効性 

アウトプット指標は目標の 68.6%であった。新型コロナウイ

ルス感染症の影響により相談件数が減少したものと考えら

れるが、各相談に対しては、専門職から適切な助言を受ける

ことにより、保護者の不安の解消および重症化予防、不要不

急の医療機関受診抑制に一定の効果があった。 

（２）事業の効率性 

複数の自治体で電話相談事業を実施している業者に委託す

ることで、直営で実施するより人件費等の事業費が安価で

実施することができた。 

その他  

 



   

３．事業の実施状況 

 
令和３年度滋賀県計画に規定した事業について、令和３年度終了時における事業の実施状

況について記載。 

 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 

① 地域密着型サービス施設等整備 

② 介護施設開設準備経費補助 

④ 個室的しつらえ改修事業 

⑥ 新型コロナウイルス感染拡大防止対

策支援事業 

【総事業費】 

485,819 千円 

 

  

事業の対象となる区域 全区域  

事業の実施主体 ① 市町、事業者  ②事業者  ④事業者 ⑥県、事業者 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービ

ス施設等の整備等を支援することにより、地域の実情に応じ

た介護サービス提供体制の整備を促進する。 

また、介護施設等において新型コロナウイルスの感染拡大

を防止する観点から、介護施設等へ配布する消毒液等の卸・

販社からの一括購入、陰圧装置等の整備を促進する。 

加えて、介護人材の確保に向けて、介護職員の宿舎を整備

するための費用の一部を補助し、介護職員が働きやすい環境

の整備を促進する。 

アウトカム指標：(1)地域密着型介護老人福祉施設および(2)

認知症高齢者グループホームの利用定員数の増加 

平成29年度末現在：(1)  785人 (2) 1,899人 

→令和２年度末現在：(1) 1,065人 (2) 2,115人 

事業の内容（当初計画） ① 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

目標項目 整備予定 

地域密着型介護老人福祉施設 145 床 

認知症高齢者グループホーム 81 床 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 2 か所 

認知症対応型デイサービスセンター 6 か所 

小規模多機能型居宅介護事業所 4 か所 
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看護小規模多機能型居宅介護事業所 2 か所 

地域包括支援センター 0 か所 

② 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援 

を行う。               

・延べ 29 施設 

④ 既存の特別養護老人ホームの多床室について、居住環境 

の質を向上させるために、プライバシー保護のための改修 

を行う費用を助成する。        

・3 室 12 床分 

⑥ 新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点から、介

護施設等へ配布する消毒液等の卸・販社からの一括購入、

介護施設等への簡易陰圧装置・換気設備の整備にかかる費

用を助成する。 

⑦ 介護人材の確保に向けて、介護施設等の事業者が当該施

設等に勤務する職員の宿舎を整備するための費用の一部

を助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

平成 29 年度末から R2 年度末までの施設整備数 

目標項目 目標値 

地域密着型介護老人福祉施設 280 床 

認知症高齢者グループホーム 216 床 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 3 か所 

認知症対応型デイサービスセンター 9 か所 

小規模多機能型居宅介護事業所 14 か所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 6 か所 

地域包括支援センター 4 か所 
 

アウトプット指標（達成

値） 

 

目標項目 整備数(R2) 

地域密着型介護老人福祉施設 87 床 

認知症高齢者グループホーム 27 床 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 0 か所 

認知症対応型デイサービスセンター 0 か所 

小規模多機能型居宅介護事業所 0 か所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 1 か所 

地域包括支援センター 0 か所 
 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：(1)地域密着型介護

老人福祉施設および(2)認知症高齢者グループホームの利用

定員数の増加 
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観察できた →指標(1)785 人から 988 人に増加した。 

指標(2)1,899 人から 2,025 人に増加した。 

（１）事業の有効性 

地域密着型サービス施設等の整備により、地域密着型介護

老人福祉施設をはじめとする各施設の定員数や施設数が増

加し、高齢者が地域において安心して生活できる体制の構築

に寄与した。 

また、消毒液等を卸・販社から一括購入し、介護施設等へ

の配布を行うとともに、介護施設等における簡易陰圧装置・

換気設備の整備に対して助成を行うことにより感染症対策

を推進した。 

（２）事業の効率性 

各市町の施設整備事業者の公募状況等について適宜聞き

取り等を実施し、必要な助言等を行うことにより、効率的に

整備事業を進めることができた。 

各介護施設等のニーズを適宜把握し、消毒液等の資材の配

布、簡易陰圧装置の整備事業、介護職員の宿舎整備を効率的

に進めることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２（介護分）】 

滋賀県介護職員人材育成・確保対策連絡

協議会の設置 

【総事業費】 

858 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 滋賀県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の人材育成、確保対策を推進し、高齢者が住み慣れ

た地域において安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 22,800 人（R5 目標値） 

事業の内容（当初計画） 関係団体等により介護職員の人材育成および確保・定着にか

かる方策を検討する協議会を設置するとともに、部会を設置

し課題解決に向けた検討を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

協議会の開催数 ３回 

部会の設置および開催回数  ２部会×６回 

アウトプット指標（達成

値） 

協議会の開催数 ２回 

部会の設置および開催回数 ３部会 計７回 

(外国人介護人材受入推進対策部会２回、介護の魅力等発信

部会３回、外国人介護専門職育成研修検討部会２回) 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護職員数 22,800

人（R5）（R2 推計値 20,067 人） 

（１）事業の有効性 

関係団体等と連携して介護職員の人材育成および確保・定

着にかかる方策を検討するとともに、部会において特定の事

業の企画等を行うことにより、介護人材確保・育成・定着に

かかる施策の推進が図られた。 

（２）事業の効率性 

関係団体等の連携や部会の設置により、新規事業の構築等

にかかる意見集約などの効率化が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３（介護分）】 

地域住民や学校の生徒に対する介護や

介護の仕事の理解促進事業 

【総事業費】 

1,000 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 ①滋賀県（滋賀県社会福祉協議会へ委託） 

②滋賀県（民間業者によるプロポーザル） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の確保を推進し、高齢者が住み慣れた地域において

安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 22,800 人（R5 目標値） 

事業の内容（当初計画） ①介護の仕事に関するガイダンス等の開催および魅力発信、

認知度向上にかかる広報啓発 

②介護のしごと魅力発信事業（啓発イベント、情報発信番組） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

福祉人材センターへの求職者登録数 10％増 

アウトプット指標（達成

値） 

福祉人材センターへの新規求職登録延べ数 1,112 人(H29)

→1,149 人（H30）→1,320 人（R1）→1,226 人（R2）→1,444

人（R3） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護職員数 22,800

人（R5）（R2 推計値 20,067 人） 

（１）事業の有効性 

ハローワーク等の関係機関、商業施設、大学等の教育機関

など地域に出向いた出張相談、現場職員との交流会等によ

り、介護・福祉職場に関する理解促進を図るとともに、就労

を希望する者を福祉人材センターへの登録に繋げることが

できた。また、介護のしごと魅力発信事業によって、これま

でにないターゲット層への訴求や、より広範囲の活動が展開

できた。 

（２）事業の効率性 

出張相談や交流会に併せて就職フェアや職場体験事業の

案内を行い、同事業の活用を呼びかけることで、事業周知の

効率化が図られた。またハローワークに出向いたガイダンス

によって多様な求職者へのアプローチも行った。加えて、広
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告に関する専門業者の活用により、戦略的な広告を行えた。 

その他  

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.４（介護分）】 

若者・女性・高年齢者など多様な世代を対

象とした介護の職場体験等就労支援事業 

【総事業費】 

203 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 滋賀県（滋賀県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の確保を推進し、高齢者が住み慣れた地域において

安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 22,800 人（R5 目標値） 

事業の内容（当初計画） 学生や未経験者等を対象とした介護の職場体験や見学会、イ

ンターンシップの実施。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

インターンシップ参加者延人数 100 人 

アウトプット指標（達成

値） 

インターンシップ参加者延人数 47 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護職員数 22,800

人（R5）（R2 推計値 20,067 人） 

（１）事業の有効性 

介護現場を直接体験することにより求職者等の就労意欲

を高め、就職につなげることやミスマッチを防ぐことができ

た。 

（２）事業の効率性 

福祉人材センターが予め受入協力施設を確保し、体験希望

者と施設の調整を行うことにより、円滑な受入れにつながっ

た。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.５（介護分）】 

助け合いによる生活支援の担い手の養

成事業 

【総事業費】 

6,381 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 ①滋賀県（滋賀県社会福祉協議会へ委託） 

②一般財団法人滋賀県老人クラブ連合会（補助） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が住み慣れた地域において安心して生活できる体制

の構築を図る。 

アウトカム指標：生活支援コーディネーター（第２層）の設

置目標数に対する達成率 １００％ 

事業の内容（当初計画） ①生活支援基盤整備推進事業 

生活支援コーディネーターを新たに養成するための基礎

研修およびフォローアップ研修等を開催することにより、市

町における生活支援体制の整備を支援する。 

②老人クラブ生活支援サポーター養成事業 

一般財団法人滋賀県老人クラブ連合会が、老人クラブを対象

とした生活支援サポーターの養成に要する経費について補

助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①生活支援コーディネーター養成研修修了者数 50 名 

②生活支援サポーターの養成講座開催数 ５ブロック 

アウトプット指標（達成

値） 

①生活支援コーディネーター養成研修修了者数 46 名 

②生活支援サポーターの養成講座開催数 ５ブロック（５

回） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

①生活支援コーディネーター（第２層）の設置目標数に対す

る達成率 97.2％（R4.9 時点） 

②老人クラブ生活支援サポーター養成講座の開催：県内５ 

ブロック 

（１）事業の有効性 

各市町の生活支援基盤整備のために必要となる生活支援

コーディネーターの養成研修のほか、現任のコーディネータ

ーの活動を支援するための学習・情報交換会を開催すること

により、県内各市町の取組の推進につなげることができた。 
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また、高齢者が生活支援活動に取り組むことの意義等の啓

発や、活動を行う上での知識や技量、意欲の向上を図ること

ができた。 

（２）事業の効率性 

 県内の地域福祉活動の実施状況に精通している滋賀県社

会福祉協議会との連携によって研修等を実施することによ

り、各市町の生活支援コーディネーターの養成・支援を効率

的に実施することができた。 

滋賀県老人クラブ連合会のブロック単位で講座を開催し、

開催地の老人クラブ連合会の協力を得ることにより効率化

が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.６（介護分）】 

介護未経験者に対する研修支援事業 

【総事業費】 

1,000 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 ① 滋賀県  

① -1 委託先：滋賀県社会就労事業振興センター 

① -2 委託先：街かどケア滋賀ネット 

長浜市社会福祉協議会 

② 介護サービス事業所（補助） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

未経験者、無資格者を含めた幅広い層から介護職場への新規

参入を推進し、高齢者が住み慣れた地域において安心して生

活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 22,800 人（R5 目標値） 

事業の内容（当初計画） ①障害者・外国人向け介護職員養成事業 

障害者（知的障害者等）や定住外国人を対象に講義内容や

職場研修を充実した初任者研修を実施する。 

①-1  障害者向け初任者研修の実施 

①-2 外国人向け初任者研修の実施 

②介護職員研修受講支援事業 

従業員が受講する介護職員初任者研修および実務者研修の

費用を事業者が負担する場合にその費用の一部を助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①-1  障害者向け初任者研修修了者 20 人 

①-2 外国人向け初任者研修修了者 40 人 

② 研修受講者 150 人 

アウトプット指標（達成

値） 

① -1  障害者向け初任者研修修了者 11 人 

① -2 外国人向け初任者研修修了者 28 人 

② 研修受講者 162 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護職員数 22,800

人（R5）（R2 推計値 20,067 人） 

（１）事業の有効性 

障害者や外国人を対象とした介護職員研修や、従業員の介

護職員初任者研修等の受講にかかる事業所の取組を支援す
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ることにより、介護従事者のすそ野を拡大するとともに、未

経験・無資格からの介護職場への参入促進や人材育成を推進

することができた。 

（２）事業の効率性 

事業の実施方法等について、連絡協議会における意見の反

映や、受託者等の関係者と綿密な打合せを行うこと等によ

り、事業の効率化が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.７（介護分）】 

多様な人材層に応じたマッチング機能

強化事業 

【総事業費】 

6,391 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 ①②滋賀県（滋賀県社会福祉協議会へ委託） 

③市町（補助） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の確保を推進し、高齢者が住み慣れた地域において

安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 22,800 人（R5 目標値） 

事業の内容（当初計画） ①キャリア支援専門員配置事業 

福祉人材センターにキャリア支援専門員を配置し、求人や

求職の相談助言、情報提供等を行い、マッチングの機能強化

を図る。 

②介護職場合同就職説明会 

 介護事業所が一堂に会し求職者に対して事業所の特徴や

魅力、勤務条件などについて説明する合同就職説明会を開催

する。 

③地域密着型介護職場就職説明会等 

概ね圏域単位で市町が実施する地域密着型の就職説明会や

定着支援研修および介護に関する入門的研修実施等の取組

に対して補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①福祉人材センターのマッチングによる採用者数 150 人 

②合同就職説明会の来場者数 40 人×12 回 

③取組地域数 ７か所 

アウトプット指標（達成

値） 

①マッチングによる採用者数 195 人 

②合同就職説明会の来場者数 644 人 

③取組地域数 ８か所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護職員数 22,800

人（R5）（R2 推計値 20,067 人） 

（１）事業の有効性 

介護・福祉人材センター職員が出張相談を行い介護・福祉
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人材センターの取組等の周知啓発を図るとともに、就職フェ

アの実施等によりマッチングの場を提供することにより、介

護・福祉人材センターを通じ、採用が図られた。 

（２）事業の効率性 

ハローワーク等と連携した介護の仕事のガイダンスの実

施のほか、市町を実施主体とした就職説明会等においても、

介護・福祉人材センター職員が連携会議から参加することに

より、就職フェア等で蓄積したノウハウを活かすことができ

た。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.８（介護分）】 

介護の職場入門的研修事業 

【総事業費】 

1,755 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 滋賀県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の確保を推進し、高齢者が住み慣れた地域において

安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 22,800 人（R5 目標値） 

事業の内容（当初計画） 未経験者を対象として介護業務にかかる入門的な研修を実

施し、福祉人材センター等を通じて修了者を就労に繋げる。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修修了者 15 人×４回 

アウトプット指標（達成

値） 

研修修了者 54 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護職員数 22,800

人（R5）（R2 推計値 20,067 人） 

（１）事業の有効性 

 受講者における介護の理解とイメージアップに繋がった

が、就労につながることは少なかった。より就労に繋がりや

すくするため、福祉人材センターが実施する。 

（２）事業の効率性 

地域の介護事業所を会場にして、受講者にとっては現場の

見学を兼ねることができ、よりリアルな雰囲気を伝えること

を想定していたが、コロナ禍により規模を縮小して実施し

た。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.９（介護分）】 

将来の介護サービスを支える若年世代

の参入促進事業 

【総事業費】 

4,600 千円 

事業の対象となる区域 
全区域 

事業の実施主体 介護福祉士養成施設 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の確保を推進し、高齢者が住み慣れた地域において

安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 22,800 人（R5 目標値） 

事業の内容（当初計画） ①介護福祉士養成機能強化等事業 

 養成施設が実施する高校生等若者層に対する介護の専門

性や意義等の啓発、実習施設と連携した学生に対する指導力

の強化、外国人留学生に対する日本語学習の実施等の受け入

れ態勢の整備の取組に対して補助する。 

②将来の介護サービスを支える中核人材養成事業 

 若者世代にとって魅力的な進学先として養成施設が選択

されるとともに、介護現場で中核的な役割を果たすリーダー

人材を養成するため、養成施設が実施する教育内容の充実に

かかる取組に対して補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

介護福祉士養成施設定員充足率 前年比 1.2 倍 

アウトプット指標（達成

値） 

介護福祉士養成施設定員充足率 47％（H29）→50％（H30）

→55％（R1）→77％（R2）→49％（R3） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護職員数 22,800

人（R5）（R2 推計値 20,067 人） 

（１）事業の有効性 

 養成施設が実施する高校生等若者層に対する介護の専門

性や意義等の啓発、実習施設と連携した学生に対する指導力

の強化、外国人留学生に対する日本語学習の実施等の受け入

れ態勢の整備が図られたが、充足率の回復には継続が必要と

なっている。 

（２）事業の効率性 
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介護に関する啓発について、養成施設単独では非効率であ

るため、他の事業も絡めて介護事業所ともまとまって取り組

む必要がある。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.10（介護分）】 

外国人留学生への奨学金等の支給に係

る支援事業 

【総事業費】 

9,600 千円 

事業の対象となる区域 
全区域 

事業の実施主体 介護サービス事業所（補助） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の確保を推進し、高齢者が住み慣れた地域において

安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 22,800 人（R5 目標値） 

事業の内容（当初計画） 介護福祉士養成施設に在学する外国人留学生を受け入れる

介護施設等が、留学生に対して奨学金等を支給する場合に、

その経費を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

外国人留学生 80 名 

アウトプット指標（達成

値） 

外国人留学生 29 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護職員数 22,800

人（R5）（R2 推計値 20,067 人） 

（１）事業の有効性 

 すでに受入れている事業所の負担軽減に繋がるとともに、

受入れを検討する事業所の後押し、さらには養成施設におけ

る呼び込みの武器にもなっている。 

（２）事業の効率性 

 養成施設とともに事業所へ当事業の周知を図った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.11（介護分）】 

外国人留学生及び特定技能１号外国人

のマッチング支援事業 

【総事業費】 

19,326 千円 

事業の対象となる区域 
全区域 

事業の実施主体 滋賀県（滋賀県介護老人保健施設協会へ委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の確保を推進し、高齢者が住み慣れた地域において

安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 22,800 人（R5 目標値） 

事業の内容（当初計画） 外国人介護人材の受入れを支援する機関を設置し、介護福祉

士養成施設と養成施設の留学希望者や、特定技能による就労

希望者等と介護施設等とのマッチング支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

相談支援した対象施設等数 ５０ 

アウトプット指標（達成

値） 

情報収集・情報提供した介護施設等 ４７ 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護職員数 22,800

人（R5）（R2 推計値 20,067 人） 

（１）事業の有効性 

新型コロナの影響により、送り出し国での情報収集や合同

説明会の開催ができなかったが、WEB を通じた送り出し国等

との調整、マッチング支援を必要とする管内の介護施設等の

情報収集および情報提供を行うことができた。 

（２）事業の効率性 

 新型コロナの影響により、送り出し国での合同就職説明会

の開催などマッチング支援を行う機会が限られている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.12（介護分）】 

介護分野への就職に向けた支援金貸付

事業 

【総事業費】 

34,239 千円 

事業の対象となる区域 
全区域 

事業の実施主体 滋賀県社会福祉協議会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の確保を推進し、高齢者が住み慣れた地域において

安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 22,800 人（R5 目標値） 

事業の内容（当初計画） 返還免除付き貸付事業 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

福祉系高校修学資金：40 名 

介護分野就職支援金：95 名 

アウトプット指標（達成

値） 

福祉系高校修学資金：15 名 

介護分野就職支援金：17 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護職員数 22,800

人（R5）（R2 推計値 20,067 人） 

（１）事業の有効性 

就職者における負担の軽減になっているが、参入を促進す

るまでの効果は、まだ見受けられない。 

（２）事業の効率性 

 養成施設や養成校、滋賀労働局職業訓練部署と連携し周知

を行った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 

 

 

【No.13（介護分）】 

多様な人材層に対する介護人材キャリ

アアップ研修支援事業 

【総事業費】 

81,283 千円 

事業の対象となる区域 
全区域 

事業の実施主体 ①滋賀県介護サービス事業者協議会連合会（補助） 

②滋賀県介護老人保健施設協会(補助） 

③滋賀県（滋賀県介護老人保健施設協会へ委託） 

④滋賀県ホームヘルパー協議会（補助） 

⑤滋賀県老人福祉施設協議会（補助） 

⑥滋賀県（滋賀県看護協会へ委託） 

⑦滋賀県（滋賀県老人福祉施設協議会へ委託） 

⑧滋賀県（直執行） 

⑨滋賀県（委託先：社会福祉法人華頂会、滋賀県看護協会、

社 

会福祉法人びわ湖学園、直執行） 

⑩滋賀県（滋賀県社会福祉協議会、滋賀県介護支援専門員連

絡協 

議会へ委託） 

⑪滋賀県（滋賀県介護支援専門員連絡協議会へ委託）  

⑫滋賀県（滋賀県社会福祉協議会へ委託、直執行） 

⑬滋賀県（滋賀県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の定着や資質向上を図り、利用者のニーズに応じた

より質の高い介護サービスの提供につなげ、高齢者が住み慣

れた地域において安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：県内介護事業所の離職率の低下（全国平均

未満かつ対前年度減） 

事業の内容（当初計画） ①介護サービス従事者資質向上事業 

県内の介護サービス事業所に従事する職員を対象に、階層

別、テーマ別に体系的な研修を実施し、小規模事業所におい

てもキャリアパスが構築できるよう支援する。 

②介護老人保健施設従事者資質向上事業 

介護老人保健施設に従事する職員について、階層別研修、

職種別研修、事例発表会の実施を支援する。 
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③生活機能向上支援事業 

デイサービスやグループホーム等にＰＴ・ＯＴ・ＳＴを派

遣し、介護職員が適切な生活機能向上支援を行うことができ

るよう資質向上を図る。 

④訪問介護員育成定着推進事業 

 非常勤職員が多く研修機会の少ない訪問介護員を対象に、

計画的なテーマ別研修を実施するとともに、現任の訪問介護

員からのケア技術やメンタルにかかる助言を行う電話相談

事業を行い、訪問介護員の質の向上を図る。 

⑤老人福祉施設職員研修事業 

 今日的な役割への対応に必要となる人材の育成、人材不足

や災害対応など施設の課題をテーマとした研修を実施し、サ

ービスの質の向上を含む施設機能の総合的な強化を図る。 

⑥介護サービス事業者等感染症対策推進事業 

 介護サービス事業所に対して、感染管理認定看護師等の専

門家から指導・助言を行い、介護職員等の感染症管理に関す

る知識・技術の習得を図る。 

⑦介護職員の看取り介護技術向上研修事業 

 施設での多職種チームケアの推進とケアを担う職員の看

取り介護の理解促進、資質向上を目的とした研修を実施す

る。 

⑧現場における介護指導・ケア実践力向上事業 

 集合研修だけでは実施しにくい介護現場におけるケア実

践力を向上させ、介護スタッフの横のつながりを構築し、介

護人材のキャリアアップ・資質向上を図るために、介護職等

の専門職による実践事例や研究を発表する大会や介護指導

者のネットワーク構築にむけた研修を実施するとともに、関

係者からの相談支援に応じるなどの活動支援を行う。 

⑨喀痰吸引等研修事業（第１号・第 2号・第 3号） 

 喀痰吸引等の医療的ケアを実施できる介護職員等を養成

する。 

⑩介護支援専門員研修 

 介護支援専門員の資質向上をめざし、介護支援専門員実務

研修、介護支援専門員現任研修・更新研修Ⅰ、介護支援専門

員更新研修Ⅱ・再研修、主任介護支援専門員更新研修を実施

する。 

⑪主任介護支援専門員研修 

 主任介護支援専門員の資質向上をめざし、主任介護支援専
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門員フォローアップ研修、主任介護支援専門員地域同行型実

地研修、主任介護支援専門員指導者養成研修を実施する。 

⑫介護職員定着等推進事業 

 多職種と連携した的確なサービス提供やサービス管理に

かかる研修を開催し、地域包括ケアを推進でき、事業所内外

の介護職員のロールモデルとなるリーダー人材を養成する

とともに、働きやすい環境づくりを推進するため、複数の要

件を満たす事業者を県が登録し公表する取組を行う。                            

⑬滋賀の福祉人育成事業 

 介護に携わる者の根幹である福祉の理念や職業倫理を学

びつつ、キャリアに応じて必要となる知識・技術を身に付け

るための研修を実施し滋賀ならではの魅力ある人材を育成

する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①経営者・管理者向け研修 受講者数 1,100 人ほか計 1,570

人 

②研修企画運営委員会 年間 6回、各種研修等受講者数 400

人 

③技術指導派遣件数 100 件 

④テーマ別研修 参加者数 150 人、電話相談事業 相談件

数 20 件 

⑤次世代経営管理者育成研修 受講者数 60 人、ケアの質・

専門性向上研修 受講者数 120 人、各種課題別研修 受講

者数 120 人 

⑥介護サービス事業所への出前講座 25 施設および施設管

理者向けリスクマネジメント研修 2回開催 

⑦研修会参加施設数 100 施設（全施設数の概ね 1/3） 

⑧講師となる認知症介護指導者数 30 人、認知症の医療と介

護の滋賀県大会発表事例数 10 事例 

⑨介護職員喀痰吸引等研修受講者数 100 人ほか計 395 人 

⑩介護支援専門員実務研修受講者数 200 人ほか計 1,350 人 

⑪フォローアップ研修受講者数 100 人、同行型研修受講者数

30 組、指導者養成研修受講者 200 人 

⑫受講者数 60 名                            

⑬総受講者数 500 名    

アウトプット指標（達成

値） 

①経営者・管理者向け研修 受講者数 1,226 人ほか計 1,565

人 

② 研修企画運営委員会 年間6回、各種研修等受講者数249

人 
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③ 技術指導派遣件数 96 件 

④ テーマ別研修 参加者数 158 人、電話相談事業 相談

件数 4 件 

⑤経営管理研修 受講者数18人、人材確保対策研修 計187

回視聴、感染症対策研修 受講者 33 人、計画作成担当者研

修 受講者数 13 名、人権研修 受講者数 49 名 

⑥介護サービス事業所への出前講座 35 施設 

⑦「看取りの見える化」ワーキング開催：３回、「看取りの

見える化」シート制作：３種 

⑧講師となる認知症介護指導者数 32 人、認知症の医療と福

祉の滋賀県大会 発表事例数 13 事例 

⑨介護職員喀痰吸引等研修受講者数 28 人ほか計 92 人 

⑩介護支援専門員実務研修受講者数 122 人ほか計 886 人 

⑪フォローアップ研修受講者数 87 人、同行型研修 41 人、指

導者養成研修受講者 10 人 

⑫受講者数 12 名                            

⑬総受講者数 128 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内介護事業所の職

員の離職率の低下 介護職員離職率 15.6(全国 16.5)(H27)

→ 15.5(16.7) (H28) → 16.4(16.2) (H29) → 15.0(15.4) 

(H30)→16.1(15.4)（R1）→15.7(14.9)（R2）→14.7(14.3)

（R3） 

（１）事業の有効性 

広く介護職員が事業所の規模にかかわらず受講できる体

系的な研修を計画的に実施したことで、資質向上等による質

の高い介護サービスの提供につなげることができた。 

（２）事業の効率性 

関係機関と連携して補助や委託することにより、幅広くか

つ効率的に執行できたと考える。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14（介護分）】 

介護職員実務者研修等代替職員確保事

業 

【総事業費】 

4,800 千円 

事業の対象となる区域 
全区域 

事業の実施主体 介護サービス事業所（補助） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の確保、定着や資質向上を図り、利用者のニーズに

応じたより質の高い介護サービスの提供につなげ、高齢者が

住み慣れた地域において安心して生活できる体制の構築を

図る。 

アウトカム指標：県内介護事業所の離職率の低下（全国平均

未満かつ対前年度減） 

事業の内容（当初計画） 職員が介護職員初任者研修、実務者研修等の研修を受講する

際に必要な代替職員を雇用するための経費を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

代替職員を配置した研修派遣人数 100 人 

アウトプット指標（達成

値） 

代替職員を配置した研修派遣人数 40 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内介護事業所の職

員の離職率の低下 介護職員離職率 15.6(全国 16.5)(H27)

→ 15.5(16.7) (H28) → 16.4(16.2) (H29) → 15.0(15.4) 

(H30)→16.1(15.4)（R1）→15.7(14.9)（R2）→14.7(14.3)

（R3） 

（１）事業の有効性 

国家資格の取得や医療的ケア、認知症ケアにかかるスキル

アップを目的とした研修の受講が促進され、介護従事者の資

質の向上および定着が図られた。 

（２）事業の効率性 

介護職員研修受講支援事業と併せて制度の周知を図るこ

とにより、補助制度の活用による研修受講の促進が図られ

た。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15（介護分）】 

潜在有資格者再就業支援研修事業 

【総事業費】 

398 千円 

事業の対象となる区域 
全区域 

事業の実施主体 滋賀県（滋賀県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の確保を推進し、高齢者が住み慣れた地域において

安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 22,800 人（R5 目標値） 

事業の内容（当初計画） 離職した介護福祉士等の届出者等を対象とした研修を実施

し、再就労へつなげる。 

 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

再就業支援セミナー受講者数  30 人 

アウトプット指標（達成

値） 

再就業支援セミナー受講者数  41 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護職員数 22,800

人（R5）（R2 推計値 20,067 人） 

（１）事業の有効性 

職能団体や介護福祉士養成施設等を通じて離職時の届出

制度の広報周知を行い、現任職員からの登録の促進が図られ

た。 

（２）事業の効率性 

職能団体や介護福祉士養成施設等を通じて離職時の届出

制度の周知を図ることにより、確実に対象者に情報を提供す

ることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（介護分）】 

認知症ケアに携わる人材の育成のため

の研修事業 

【総事業費】 

8,962 千円 

事業の対象となる区域 
全区域 

事業の実施主体 ①滋賀県（委託先：滋賀県看護協会、国立長寿医療研究セン

ター、滋賀県歯科医師会、滋賀県薬剤師会、直執行） 

②滋賀県（滋賀県社会福祉協議会へ委託） 

③滋賀県（委託先：認知症介護研究・研修東京センター、国

立長寿医療研究センター） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

認知症の早期発見・早期対応を実現するため、医療・介護等

に関係する多職種の認知症対応力の向上を図る。 

アウトカム指標：認知症初期集中支援チームの総訪問実人数 

３５０人以上 

事業の内容（当初計画） ①医療従事者向け認知症対応力向上研修事業 

医療・介護・行政等の連携体制により地域包括ケア構築を

図るため、かかりつけ医・病院勤務医療従事者・歯科医師・

薬剤師の認知症対応力向上のための研修や認知症サポート

医の養成などを行い、認知症ケアにかかる人材育成・資質向

上を行う。 

②認知症対応型サービス事業開設者研修等実施事業 

 認知症対応型サービス事業所の開設にあたり、開設者や管

理者向け、小規模多機能型サービス等計画作成の担当者向け

に必要な知識を修得する研修を実施し、質の高い認知症ケア

を提供できる人材の育成を図る。 

③認知症地域支援推進員・初期集中支援チーム員研修事業 

 認知症地域支援推進員および認知症初期集中支援チーム

員に対し、必要な知識や技術を習得するための研修などを実

施し、認知症ケアにかかる人材育成・資質向上を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①医療従事者向け認知症対応力向上研修 受講者数 看護

師 30 人、歯科医師 50 人、薬剤師 100 人、認知症相談医 50

人、認知症サポート医 20 人、 

②認知症対応型サービス事業所管理者研修 受講者数 80 人、

認知症介護サービス事業開設者研修 受講者数 40 人、小規

模多機能型サービス等計画作成担当者研修 受講者数60人 
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③認知症地域支援推進員研修 受講者数 50 人、認知症初期

集中支援チーム員研修 受講者数 30 人 

アウトプット指標（達成

値） 

①医療従事者向け認知症対応力向上研修 受講者数 歯科 

医師 35 人、薬剤師 175 人、認知症相談医認定数 412 人、認 

知症サポート医数 167 人、看護師 18 人 

②認知症対応型サービス事業所管理者研修 受講者数 48 人、 

認知症介護サービス事業開設者研修 受講者数 12 人、小規 

模多機能型サービス等計画作成担当者研修 受講者数 12 人 

③認知症地域支援推進員研修 受講者数 49 人、認知症初期 

集中支援チーム員研修 受講者数 23 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：認知症初期集中支援

チームの総訪問実人数 486 人 

（１）事業の有効性 

医療・介護・福祉・行政等の関係者に対し、認知症の医療・

ケアに関する様々な研修を実施し、認知症の早期発見・早期

対応の実現に向けた多職種の認知症対応力を向上すること

ができた。 

（２）事業の効率性 

関係団体への委託等により研修等を実施し、関係団体と連

携を図りながら、効率的に事業を実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（介護分）】 

地域包括ケアシステム構築に資する人

材育成・資質向上事業 

【総事業費】 

510 千円 

事業の対象となる区域 
全区域 

事業の実施主体 ①滋賀県 

②滋賀県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の各地域包括支援センターの機能を強化し、医療・介

護・福祉・地域・行政等の連携体制の構築を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

市町域での地域ケア推進会議を実施する市町数 19 市町 

事業の内容（当初計画） ①地域支援事業推進のための市町支援事業 

地域ケア会議の充実開催など、地域包括支援センターの機

能強化を目的に、包括的支援事業に関わる関係者（市町担当

者、地域包括支援センター職員、現任生活支援コーディネー

ター等）を対象とした研修会の開催および意見交換会を開催

する。 

②認知症地域連携推進研修事業（チームオレンジ・コーディ

ネーター研修等事業） 

 医療・介護・行政等の連携体制により地域包括ケアシステ

ムの構築を図るため、チームオレンジ・コーディネーター研

修等の各市町における取組を推進するための研修を実施す

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①包括的支援事業推進研修 参加者数 30 人 

②認知症地域連携推進研修事業 受講者数 20 人 

アウトプット指標（達成

値） 

①「我がまちの地域包括ケア」を考える研修会 

 （個別支援）７市町９回、（全体研修）参加者数 74 人 

②認知症地域連携推進研修事業（チームオレンジ・コーディ

ネーター研修）受講者数 21 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：市町域での地域ケア

推進会議を実施する市町数 12 市町 

（１）事業の有効性 

県内各市町の行政担当者と地域支援事業の「認知症、医療

介護連携、生活支援体制整備」（以下３事業と記す）のコー
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ディネーターが、研修を通して「目指すべき地域包括ケアの

姿」を共通設定し、その実現に向けて協働しながら計画的に

取組を推進できるよう、地域資源をマネジメントする機会と

なった。 

（２）事業の効率性 

 地域包括支援センターの職員など行政担当者と３事業の

コーディネーターが一緒に研修へ参加したことで、共通認識

の下、連動したアクションプランの作成ができ効率的であっ

た。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18（介護分）】 

新任介護職員職場定着促進事業 

【総事業費】 

2,265 千円 

事業の対象となる区域 
全区域 

事業の実施主体 ①②滋賀県（滋賀県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の早期離職が課題となる中、入職時からの段階的な

フォローや若手職員を育成する職場環境の整備により、職員

の介護職場への定着を図る必要がある。 

アウトカム指標：県内介護事業所の離職率の低下（全国平均

未満かつ対前年度減） 

事業の内容（当初計画） ①メンター制度等の職場内の支援体制の強化 

新人職員の指導や相談にあたるメンターを育成する研修

やメンターをフォローするアドバイザーの派遣等を実施す

る。 

②他事業所職員とのネットワーク形成 

 合同入職式の開催や採用後一定期間を経過した職員のフ

ォローアップとして他職場の職員との合同研修など職場の

垣根を越えた交流事業を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①メンター育成研修修了者数 40 人 

②合同入職式 参加者数 100 人 

②新任・２、３年目職員フォローアップ研修受講者数 各

100 人 

アウトプット指標（達成

値） 

①メンター育成研修修了者数 延べ 55 人 

②合同入職式 参加者数 92 人 

②新任職員フォローアップ研修受講者数 34 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内介護事業所の職

員の離職率の低下 介護職員離職率 15.6(全国 16.5)(H27)

→ 15.5(16.7) (H28) → 16.4(16.2) (H29) → 15.0(15.4) 

(H30) →16.1(15.4)（R1）→15.7(14.9)（R2）→14.7(14.3)

（R3） 

（１）事業の有効性 

県内の介護職場に入職した新任介護職員を対象とした合

同入職式を開催することにより、参加者のモチベーションア
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ップを図るとともに、メンター制度の導入支援を実施するこ

とにより、職場内での新人職員の育成体制の強化を図ること

ができ、早期の離職防止や定着の促進に繋げることができ

た。ただし、アウトプットは低調であり、後々の離職率も改

善するためには実績を上げていく必要がある。 

（２）事業の効率性 

メンター育成研修では、育成研修参加者に対するフォロー

アップ研修や支援員による巡回訪問を実施するなど、その間

の経験を踏まえた着実な技能の定着が図られた。 

また、合同入職式の実施内容等について、県内の介護事業

者団体および介護関係職の職能団体等で構成される実行委

員会において議論することにより、事業者のニーズを踏まえ

て実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19（介護分）】 

管理者等に対する雇用管理改善方策普

及・促進事業 

【総事業費】 

2,333 千円 

事業の対象となる区域 
全区域 

事業の実施主体 ①②滋賀県（滋賀県社会福祉協議会へ委託） 

③滋賀県（滋賀県看護協会へ委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の早期離職が課題となる中、職員の多様な悩みの受

け止めや職場環境の改善により、職員の介護職場への定着を

図る必要がある。 

アウトカム指標：県内介護事業所の職員の離職率の低下（全

国平均未満かつ対前年度減） 

事業の内容（当初計画） ①介護従事者相談事業 

 現任職員からの多様な相談を受ける窓口の設置や地域に

出向いた出張相談等を実施する。 

②事業所への出前講座 

 事業所のサービス向上や職場環境改善に向けた出前講座

等を実施する。 

① 訪問看護師・訪問介護職員安全確保・離職防止事業 

訪問看護師・訪問介護員に対する暴力等対策検討会議を開

催し実態調査をふまえ暴力等に対する対策の検討、事例集の

作成を行い、管理者や職員に対する研修会を開催し、対策マ

ニュアルの周知や職場内研修に取り入れてもらえるよう働

きかける。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①相談対応件数 50 件 

②出前講座開催数 60 回 

③検討会議の開催回数：2回  研修会の開催回数：5回   

アウトプット指標（達成

値） 

①相談対応件数 16 件 

② 出前講座開催数 25 回 

③ 検討会議の開催回数：2回  研修会の開催回数：6回  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内介護事業所の職

員の離職率の低下 介護職員離職率 15.6(全国 16.5)(H27)

→ 15.5(16.7) (H28) → 16.4(16.2) (H29) → 15.0(15.4) 

(H30) →16.1(15.4)（R1）→15.7(14.9)（R2）→14.7(14.3)



   

32 

 

（R3） 

（１）事業の有効性 

現任職員からの多様な相談に応じることにより、適切な助

言に基づく安易な離職防止や、業界内での定着を促進するこ

とができた。ただし、相談件数が少ないため、まずは利用し

やすい環境を考える必要がある。 

（２）事業の効率性 

職能団体等に蓄積されたノウハウを提供いただき、必要な

支援の効率的な提供が図れた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20（介護分）】 

介護ロボット導入支援事業 

【総事業費】 

100,000 千円 

事業の対象となる区域 
全区域 

事業の実施主体 介護サービス事業所（補助） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の早期離職が課題となる中、職場環境の改善によ

り、職員の介護職場への定着を図る必要がある。 

アウトカム指標：県内介護事業所の職員の離職率の低下（全

国平均未満かつ対前年度減） 

事業の内容（当初計画） 介護環境の改善を図るため、介護ロボットおよび ICT 導入に

かかる費用を助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

介護ロボット・ICT 化新規導入件数（40 件） 

アウトプット指標（達成

値） 

介護ロボット・ICT 化新規導入件数 51 件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内介護事業所の職

員の離職率の低下 介護職員離職率 15.6(全国 16.5)(H27)

→ 15.5(16.7) (H28) → 16.4(16.2) (H29) → 15.0(15.4) 

(H30) →16.1(15.4)（R1）→15.7(14.9)（R2）→14.7(14.3)

（R3） 

（１）事業の有効性 

介護職員の早期離職が課題となる中、介護従事者の身体的

負担の軽減や業務効率化に資する介護ロボットおよび ICT

の導入を支援することで、職員の介護職場への定着を促進す

ることができた。 

（２）事業の効率性 

介護職場の環境改善に向けて、各施設で必要となる介護ロ

ボットおよび ICT の導入を支援することで、介護従事者の確

保に向けた支援を効率的に提供できた。 

 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21（介護分）】 

介護事業所に対する業務改善支援事業 

【総事業費】 

2,434 千円 

事業の対象となる区域 
全区域 

事業の実施主体 滋賀県（滋賀県介護老人保健施設協会へ委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の早期離職が課題となる中、職場環境の改善によ

り、職員の介護職場への定着を図る必要がある。 

アウトカム指標：県内介護事業所の職員の離職率の低下（全

国平均未満かつ対前年度減） 

事業の内容（当初計画） 専門職とそれ以外の人材の職務を明確化し生産性の向上を

図るため、介護職員が携わる業務の切り分け、工程分析を行

い、それぞれの業務方法書の作成を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

支援事業所数 ７事業所 

アウトプット指標（達成

値） 

支援事業所数 ７事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内介護事業所の職

員の離職率の低下 介護職員離職率 15.6(全国 16.5)(H27)

→ 15.5(16.7) (H28) → 16.4(16.2) (H29) → 15.0(15.4) 

(H30) →16.1(15.4)（R1）→15.7(14.9)（R2）→14.7(14.3)

（R3） 

（１）事業の有効性 

コロナ禍により訪問支援への制限がある中、WEB 等を活用

しながら事業所支援を行うことができた。報告会には多数の

事業所・関係者が参加し、職場環境改善への意識を高めるこ

とができた。 

（２）事業の効率性 

介護現場の実態を熟知する多職種の連携体制のもとで、支

援方法の検討を行うことができた。 

その他  

 

  



   

35 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22（介護分）】 

新型コロナウイルス流行下における介

護サービス事業所等のサービス提供体

制確保事業 

【総事業費】 

71,228 千円 

事業の対象となる区域 
全区域 

事業の実施主体 ①滋賀県（新型コロナウイルス感染症発生時応援事業協議会

へ委託） 

②滋賀県 

③介護サービス事業者（補助）、滋賀県（滋賀県国民健康保

険団体連合会および人材派遣事業者に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護現場では感染拡大防止の観点から対策を進めているが、

陽性患者が発生した場合には必要に応じて通所型サービス

から訪問型サービスに切り替えたり、他事業所から応援を要

請したりする必要がある。このことから、クラスターの発生

を含めた新型コロナウイルス感染症の流行に備えるため、引

き続き感染防止対策を徹底する必要があるほか、応援・派遣

体制を整える必要がある。 

アウトカム指標：県内介護事業所・施設の感染拡大の防止 

事業の内容（当初計画） ①サービス継続支援事業（緊急時の応援派遣） 

介護施設等での感染発生により、職員に不足が生じた場合

に、他の介護サービス事業所・施設等と連携して、当該施設

等に対する職員の応援派遣を実施するために必要なコーデ

ィネート機能確保を行う。 

②新型コロナウイルス感染症にかかる介護サービス継続支

援事業（介護サービス継続支援） 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けている介護サ

ービス事業所等が介護サービスを継続して提供するために

必要なかかり増し経費及び自宅への訪問等に要する経費の

一部を補助することにより、介護保険制度の円滑な運営に関

する取組に対して支援を行う。 

③新型コロナウイルス感染症にかかる介護サービス継続支

援事業（感染防止対策の継続支援） 

 令和３年９月末で介護報酬の特例的な評価が終了した後

も継続して必要となる、感染防止対策のかかり増し経費の支
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援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

支援介護事業所・施設 

アウトプット指標（達成

値） 

支援介護事業所・施設数 １０５事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内介護事業所の職

員の離職率の低下 介護職員離職率 15.6(全国 16.5)(H27)

→ 15.5(16.7) (H28) → 16.4(16.2) (H29) → 15.0(15.4) 

(H30) →16.1(15.4)（R1）→15.7(14.9)（R2）→14.7(14.3)

（R3） 

（１）事業の有効性 

介護事業所や介護施設で、新型コロナウイルス感染症が発

生した場合に、感染症対策にかかるかかり増し経費や自宅待

機となった職員に対する代替職員確保にかかる経費を支援

することにより、介護サービス提供を継続すると同時に、人

材の定着を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

入所者が陽性者となっても、代替職員の確保により介護施

設での施設内療養が可能となり、入所者の住み慣れた施設で

の生活を継続することができた。 

その他  

 


